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要  旨 

 

滑走路，誘導路，エプロン等の空港舗装の老朽化に対応するための設計，維持管理手法が非常に重

要になっている．しかしながら，空港舗装の設計基準や維持管理基準では，経験を元に決定されてい

る項目も多く，設計手法・調査手法・管理基準の高度化が必要である． 

本研究では，空港コンクリート舗装に発生する温度応力の定量化，熱赤外線画像による空港アスフ

ァルト舗装層間剥離の検出手法，走行時の航空機の挙動を考慮した空港舗装路面管理基準に関する研

究を実施し，空港舗装の設計・維持管理手法の高度化を図ることが可能となった． 
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Synopsis 

 

It is very important to design and maintein old airport pavements such as runway, taxiway and apron. 

However, some design and maintenance standard in Japan is based on past experience, it is needed to 

enhance design, investigation and maintenance method of airport pavements. 

In this report, a practical calculation method of thermal stress due to temperature change of airport 

concrete pavement, an infrared thermographic inspection of de-bonding between layers of airport flexible 

pavement and a roughness evaluation of airport pavement based on aircraft response were studied. As a 

result, design and maintenance of airport pavements comes to be done efficiently. 
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1. 研究の背景及び目的 

 

1.1 研究の背景 

わが国の社会・経済活動において，航空輸送は極めて

重要な輸送手段である．航空需要は年々増加しており，

それに伴い離着陸回数の増加，航空機の大型化が進んで

いる．わが国の空港整備は，大都市圏における拠点空港

については増加し続ける航空需要に対応した整備が今後

も必要であるが，一般空港についてはほぼ概成したとい

える．一部の空港は建設から既に数十年が経過しており，

施設の老朽化に伴う破損が多く発生する傾向にある．空

港の各種施設の中で，空港基本施設といわれる滑走路，

誘導路，エプロン等の空港舗装についても例外ではなく，

老朽化に対応するための維持・補修作業が非常に重要に

なっている．しかしながら，空港舗装の設計基準や維持

管理基準では，経験を元に決定されている項目も多く，

限られた予算の中で効率的な維持・補修を行うためには，

設計手法・調査手法・管理基準の高度化が必要である． 

本研究では，上記を背景として，空港舗装の設計手法，

調査手法，管理基準の高度化を目的とし， 

・空港コンクリート舗装に発生する温度応力の定量化 

・熱赤外線画像による空港アスファルト舗装層間剥離

の検出手法 

・走行時の航空機の挙動を考慮した空港舗装路面管理

基準 

を明らかにすべく，研究を実施した． 

 

1.2 既往の研究及び研究の目的 

(1) 空港コンクリート舗装に発生する温度応力の定量化

に関する検討 

空港コンクリート舗装の設計で考慮すべき応力とし

ては，航空機荷重により発生する荷重応力と，コンクリ

ート版の温度変化による自由な変形が版の自重や版と路

盤との摩擦により拘束されることで発生する温度応力が

ある．我が国の現行の空港コンクリート舗装の版厚設計

法では，荷重応力の算出については Westergaard の中央部

載荷公式 1)を元にした影響図 2)を福手が電算化したプロ

グラム 3)が使用されている．一方，温度応力については，

米国のポルトランドセメント協会（PCA）の研究 4)にお

いて，コンクリート版厚を最も影響の大きい交通荷重に

よる荷重応力に対して適切な安全率で設計すれば，荷重

応力以外の応力に対しても十分安全な範囲であることが

いわれており，米国陸軍工兵隊の実験等 5)から，コンク

リートの設計基準曲げ強度を，表-1.1 に示す設計反復作

用回数に応じた安全率で割り，荷重応力がその強度を上

回らないような版厚を算出している 6)． 

表-1.1 空港コンクリート舗装における安全率 

設計反復作用回数
設計反復 

作用回数区分 
安全率 

3,000 回 M 1.7 

5,000～20,000 回 N 2.0 

40,000 回 O 2.2 

 

表-1.1 の安全率については，平成 2 年の空港コンクリ

ート舗装構造設計要領の改訂において，設計反復作用回

数の区分として新たに O 区分（設計反復作用回数 40,000

回）を追加した際に，その安全率としては，M 区分の 1.7，

N 区分の 2.0 から外挿により 2.2 を採用した経緯がある．

しかしながら，昨今の技術基準の性能規定化の流れ及び

既存の空港コンクリート舗装を有効に活用し効率的な補

修を実施する必要性を考えると，脚荷重によりコンクリ

ート版下面に発生する荷重応力と，温度変化によりコン

クリート版下面に発生する温度応力をそれぞれ算出し，

これら応力の和と設計基準曲げ強度との比の合計から算

出される疲労度により，コンクリート版に発生する疲労

ひび割れの照査を行い，必要版厚を算定する必要がある．

このためには，温度応力についても安全率を用いた方法

で考慮するのではなく，定量的な算出手法により考慮す

る必要がある． 

道路コンクリート舗装の設計では，岩間 7)が厚さ 20cm

と 25cm のコンクリート版の長期観測結果を元に提案し

た温度応力式が広く用いられている．岩間は，コンクリ

ート版の温度とひずみの長期観測結果から，図-1.1，図

-1.2 に示すように，図解法によりコンペンセイションラ

インを引き，軸方向拘束応力（端部拘束による応力と版

底面摩擦による応力），曲げ拘束応力，内部拘束応力の各

成分を算出し，その傾向を以下のように明らかにしてい

る． 

①軸方向拘束応力については，応力が 0 となる基準時刻

を何時にとるかが問題であるが，いずれにせよ，比較

的大きい圧縮応力となることが多く，また引張応力と

なる場合は小さいことから，この応力は設計上無視し

ても一般的に安全側となる． 

②曲げ拘束応力は 13 時頃に最大の引張応力となり，早朝

5 時頃に圧縮最大となる．また，曲げ拘束応力はコン

本報告は，坪川将丈の学位論文（北海道大学 第 6701

号，平成 21 年 12 月 25 日授与）を国土技術政策総合

研究所研究報告として発行するものである． 
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クリート版が厚いほど大きいが，厚さには比例せず，

厚いほど単位厚さあたりの応力が小さくなる． 

③内部拘束応力は，曲げ拘束応力が引張応力となる時点

では概ね圧縮応力であり，その大きさは曲げ拘束応力

の 30%を超える日が少なくない． 

以上の結論から，コンクリート版に発生する温度応力

の算出には式(1-1)ならびに式(1-2)が用いられている 7), 

8)．また，上記の温度応力式を用いて温度応力を算出す

るために，表-1.2に示す版上下面の温度差頻度分布 9)が，

「版上下面温度差が正となる時間帯に占めるその温度差

の発生頻度」，「版上下面温度差が負となる時間帯に占め

るその温度差の発生頻度」の別に整理され提案されてい

る．しかしながら，この温度応力算定式がどの程度の厚

さのコンクリート版まで適用可能かは検証されていない． 

 

 

 

 

 

自由縁部における温度応力式 

'35.0  ECw   式(1-1) 

 

 

版中央部における温度応力式 

)1(2

'
7.0






E

  式(1-2) 

ここに， 

 ：温度応力 (MPa) 

wC ：そり拘束係数 

 ：コンクリートの熱膨張率 (1/℃) 

E ：コンクリートの弾性係数 (MPa) 

' ：コンクリート版上下面の温度差（℃） 

 ：コンクリートのポアソン比 

 

 

 

版上面

版下面

近似二次曲線

斜線部，網掛け部の
面積が等しくなるように引いた
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図-1.1 コンペンセイションライン 
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図-1.2 温度応力の各成分の概念図 

 

 

表-1.2 版上下面の版内温度差とその発生頻度 
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版厚 cm 

温度差℃ 

温度差の小さいところ 温度差の大きいところ 

15 20 23 25 28 30 15 20 23 25 28 30 

19(18～19.9) 0  0  0  0  0  0  0  0  0.002 0.005  0.010  0.012 

17(16～17.9) 0  0  0  0  0  0  0  0.005 0.015 0.018  0.018  0.020 

15（14～15.9） 0  0  0.001  0.002  0.004 0.007 0.002 0.020 0.028 0.032  0.037  0.038 

13（12～13.9） 0.004  0.007 0.012  0.016  0.021 0.025 0.015 0.040 0.040 0.040  0.040  0.040 

11(10～11.9) 0.020  0.028 0.032  0.037  0.045 0.053 0.040 0.060 0.050 0.050  0.045  0.045 

9（ 8～9.9) 0.050  0.060 0.075  0.085  0.080 0.080 0.070 0.070 0.075 0.080  0.080  0.080 

7( 6～7.9) 0.100  0.110 0.110  0.110  0.110 0.115 0.100 0.100 0.100 0.100  0.100  0.105 正対

のす

時る

間割

に合

5( 4～5.9) 0.135  0.140 0.150  0.155  0.150 0.140 0.120 0.120 0.125 0.125  0.125  0.125 

3( 2～3.9) 0.190  0.195 0.200  0.205  0.210 0.210 0.200 0.195 0.190 0.190  0.190  0.185 

1（ 0～1.9) 0.500  0.460 0.420  0.390  0.380 0.370 0.450 0.390 0.375 0.360  0.355  0.350 

-1(-0.1～-2.0） 0.650  0.615 0.610  0.600  0.530 0.480 0.500 0.450 0.420 0.410  0.400  0.390 負対

のす

時る

間割

に合

-3（-2.1～-4.0) 0.350  0.360 0.345  0.335  0.360 0.380 0.340 0.330 0.330 0.320  0.320  0.320 

-5（-4.1～-6.0) 0  0.025 0.044  0.063  0.100 0.120 0.150 0.200 0.220 0.220  0.225  0.230 

-7(-6.1～-8.0) 0  0  0.001  0.002  0.010 0.020 0  0.020 0.030 0.048  0.052  0.055 

-9（-8.1～-10.0) 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0.002  0.003  0.005 

 

 

コンクリート舗装に発生する温度応力の算定法につ

いて検討した事例としては，西澤らによる研究がある．

西澤ら 10)は，岩間の温度応力算定式をプレキャストコン

クリート版に適用する場合，目地間隔 5m 未満に対する

そり拘束係数について，版厚 15cm のプレキャストコン

クリート舗装に発生するひずみと温度分布の測定及び有

限要素解析により検討している．その結果，版厚 15cm

の場合は軸方向拘束応力と内部拘束応力が小さいことを

明らかにしているが，版厚と温度応力の関係については

触れられていない．また西澤ら 11)は，岩間の温度応力算

定式を連続鉄筋コンクリート舗装へ適用する場合につい

て，版厚 25cm の連続鉄筋コンクリート舗装に発生する

ひずみと温度分布の測定及び有限要素解析により検討し

ている．その結果，内部拘束応力による温度応力の低減

を定量的に明らかにしているが，版厚と温度応力の関係

については触れられていない． 

コンクリート舗装に発生する温度応力については，温

度変化によるひずみは測定されていないものの，実測温

度分布と有限要素解析等を用い，解析的に検討された事

例もある．Zhang12)らは，版厚 23cm のコンクリート版で

測定した版厚方向の温度分布の非線形性を考慮し，有限

要素解析により温度応力を検討した結果，版厚方向の温

度分布を直線と仮定した場合に比べて温度応力が 30%程

度低減することを明らかにしており，岩間が実験的に検

討した結果とほぼ一致しているものの，版厚と温度応力

の関係については検討されていない．  

これらのことから，空港コンクリート舗装のように版

厚が厚い場合の温度応力の定量化については，主に以下

の点が課題である． 

 

・版上下面の温度差発生頻度が道路コンクリート舗装と

異なると考えられるが，実測例が乏しいこと． 

・版が厚いことにより，版内温度分布の非線形性が顕著

になり，温度応力が正（引張）となる時間帯では温度

応力の一成分である負（圧縮）の内部拘束応力が大き

くなると考えられるが，実測例がないこと． 
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・設計での実用性を考慮し，有限要素解析によらない温

度応力算出法を確立する必要がある．また，版厚と温

度応力の関係を考慮できる算出法である必要がある． 

 

以上の背景から，コンクリート試験舗装の製作ならび

に版の温度とひずみの長期観測を実施し，空港コンクリ

ート舗装の設計に適用可能な温度応力式の提案を目的と

して研究を実施した． 

 

(2) 熱赤外線画像による空港アスファルト舗装層間剥離

の検出手法に関する検討 

空港アスファルト舗装の表基層の層間において，層間

剥離が発生した事例が見受けられる 13)．層間剥離が発生

している箇所では表基層間が付着していないことから，

航空機が走行した際に写真-1.1 のようなスリッページ

が発生する原因となる．このような層間剥離を検出する

手法としては，ハンマーで舗装表面を打撃することによ

り異音部を検出する打音調査が広く用いられている．し

かしながら，広大な面積の空港舗装を調査するには，膨

大な時間を要すること，異音の検出に個人差があること

など困難な点が多いことから，滑走路や誘導路等の空港

アスファルト舗装を面的に且つ定量的に調査する手法が

必要である． 

近年では，高架橋やトンネルなどのコンクリート構造

物の空洞あるいは剥離の探査手法として，熱赤外線画像

を用いた探査手法が用いられている．この手法は，図-1.3

に示すように，外気温の変化や日射等により構造物表面

温度が上昇する過程では，空洞や剥離のある場所では構

造物表面から内部への熱の流れが遮断され，空洞や剥離

の表面に熱エネルギーが多く蓄積される結果，周囲の健

全な箇所に比べて構造物表面が高温となること，逆に構

造物表面温度が下降する過程では，空洞や剥離の表面か

らの熱の流出が大きくなり，周囲の健全な箇所に比べて

構造物表面が低温になることを利用した探査手法である．

つまり，日中であれば，構造物表面の温度が周囲と比べ

て高い地点を，夜間であれば，構造物表面の温度が周囲

と比べて低い地点を，赤外線サーモグラフィによる画像

データから判定することにより，内部に生じた空洞や剥

離を探査することができる． 

長瀧ら 14)は，外殻鋼管コンクリートによる供試体を用

い，鋼管とコンクリートとの剥離を熱赤外線画像から推

定する手法を室内実験により検討している．その結果，

鋼管（厚さ 4.5mm）とコンクリートとの間に生じる厚さ

0.1mm 程度の剥離を熱赤外線画像から診断できる可能性

を示している．また三井ら 15)は，コンクリートと FRP

シート（厚さ 0.1～0.2mm）間に生じる剥離を熱赤外線画

像から推定する手法を，室内実験，屋外実験，有限要素

解析により検討している．その結果，厚さ 1mm 程度の

剥離を検出できることを明らかにしたほか，FRP シート

の層数が多くなると，剥離部と健全部との表面温度差は

小さくなる傾向を示している．また，長田ら 16)は，厚さ

5mm，表面からの深さ 20mm 程度の剥離を対象とし，剥

離を有するコンクリート高架橋を対象にした現地観測デ

ータと構造物温度の時系列変化を推定する熱収支モデル

を用いた数値解析結果から当該調査手法の適用性を検討

している．その結果，日中を対象としたコンクリート構

造物の調査可能条件としては，夏季（6～8 月）以外，天

候は晴れ，時間は 10 時から 14 時であることを明らかに

している．夏季を除外しているのは，日中の温度変化が

少ないことにより，剥離部と健全部との温度差が明瞭に

あらわれないことを理由としている． 

しかしながら，この熱赤外線画像による探査手法を空

港舗装の層間剥離探査に使用する場合，コンクリート構

造物に生じている空洞や剥離と，今回対象とする空港ア

スファルト舗装の層間剥離では，層間剥離の大きさ，厚

さや深さも異なることから，空港アスファルト舗装に対

する当該調査手法の適用性を検討する必要がある．また

空港の場合，空港の運用が終了する深夜から早朝までの

間に調査を完了しなければならないため，熱赤外線画像

による探査に最適と考えられる日中に調査を行うのは困

難である．よって，夜間の実施を念頭において適用性を

検討する必要があると考えられる．この場合，季節や天

候によっては，層間剥離に起因して舗装表面に生じる温

度差を検知することが困難な場合もあると考えられるこ

とから，当日の調査実施の可否を何らかの手法により事

前に検討できることが望ましい． 

そこで本研究では，熱赤外線画像による空港アスファ

ルト舗装層間剥離の探査手法について，実際の空港にお

ける適用性試験ならびに気象データを用いた熱収支解析

により，その適用性を検討した．さらに，調査実施の可

否の検討に必要な舗装表面温度差推定式および本手法を

用いた調査に適した気象条件を検討した． 
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写真-1.1 2000 年 7 月の名古屋空港滑走路の破損 

 

表層

熱伝導

放射・熱伝達による
正味熱流入

空隙
基層

 

(a) 剥離を有する舗装付近の昼間の伝熱イメージ 

表層

熱伝導

放射・熱伝達による
正味熱流出

空隙
基層

 

(b) 剥離を有する舗装付近の夜間の伝熱イメージ 

図-1.3 熱赤外線法による空洞・剥離探査のイメージ（白色部：高温部，黒色部：低温部） 

 

(3) 走行時の航空機の挙動を考慮した空港舗装路面管理

基準に関する検討 

空港基本施設である滑走路，誘導路，エプロン等の空

港舗装は，日々の航空機の運航を支えるための基幹施設

である．これらの空港舗装を適切な状態で維持するため

に，空港舗装では，空港舗装の供用性を評価するための

路面性状調査および空港舗装の支持力性能を評価するた

めの構造調査が定期的に実施されており，これらの調査

結果を総合的に考慮して，補修を行う時期や範囲，規模

を決定している．空港舗装の供用性を評価するための路

面性状調査では，アスファルト舗装の場合，舗装表面の

ひび割れ，わだち掘れ，平坦性を，コンクリート舗装の

場合，ひび割れ，目地の破損，段差を計測している．こ

の路面性状評価に関する調査結果を元に，以下の式を用

いて舗装補修指標である PRI（Pavement Rehabilitation 

Index）を算出している 17)．また，PRI のみならず，PRI

を構成する三要素それぞれに対する目標値も用意されて

いる． 

 

 

 

 

 

 

空港アスファルト舗装の場合 

SVRDCRPRI 655.00511.0450.010   式(1-3) 

ここに， 

PRI ：空港アスファルト舗装の舗装補修指数 

CR ：ひび割れ率 (%) 

RD ：わだち掘れ (mm) 

SV ：平坦性指標σ (mm) 

 

空港コンクリート舗装の場合 

SVJCCRPRI 535.0296.0290.010   式(1-4) 

ここに， 

PRI ：空港コンクリート舗装の舗装補修指数 

CR ：ひび割れ度 (cm/cm2) 

JC ：目地部の破損率 (%) 

SV ：段差 (mm) 
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表-1.3 PRI の評価（空港アスファルト舗装） 

舗装区域 
評価 

A B C 

滑走路 8.0 以上 3.8 以上 8.0 未満 3.8 未満 

誘導路 6.9 以上 3.0 以上 6.9 未満 3.0 未満 

エプロン 5.9 以上 0 以上 5.9 未満 0 未満 

A：補修の必要は無し 

B：近いうちの補修が望ましい 

C：できるだけ早急に補修の必要がある 

 

表-1.4 舗装破損の各項目に対する補修要否の目標値（空港アスファルト舗装） 

項目 舗装区域 
評価 

A B C 

ひび割れ率 

(%) 

滑走路 0.1 未満 0.1 以上 6.5 未満 6.5 以上 

誘導路 0.9 未満 0.9 以上 12.7 未満 12.7 以上 

エプロン 1.9 未満 1.9 以上 17.0 未満 17.0 以上 

わだち掘れ 

(mm) 

滑走路 10 未満 10 以上 38 未満 38 以上 

誘導路 17 未満 17 以上 57 未満 57 以上 

エプロン 22 未満 22 以上 70 未満 70 以上 

平坦性 

(mm) 

滑走路 0.26 未満 0.26 以上 3.64 未満 3.64 以上 

誘導路 0.91 未満 0.91 以上 6.57 未満 6.57 以上 

エプロン 1.50 未満 1.50 以上 8.63 未満 8.63 以上 

A：補修の必要は無し 

B：近いうちの補修が望ましい 

C：できるだけ早急に補修の必要がある 

 

表-1.5 PRI の評価（空港コンクリート舗装） 

舗装区域 
評価 

A B C 

滑走路 7.0 以上 3.7 以上 7.0 未満 3.7 未満 

誘導路 6.4 以上 2.3 以上 6.4 未満 2.3 未満 

エプロン 5.7 以上 0 以上 5.7 未満 0 未満 

A：補修の必要は無し 

B：近いうちの補修が望ましい 

C：できるだけ早急に補修の必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



国総研研究報告No. 41 

- 7 - 

表-1.6 舗装破損の各項目に対する補修要否の目標値（空港コンクリート舗装） 

項目 舗装区域 
評価 

A B C 

ひび割れ度 

(cm/cm2) 

滑走路 0.2 未満 0.2 以上 5.6 未満 5.6 以上 

誘導路 0.6 未満 0.6 以上 7.6 未満 7.6 以上 

エプロン 1.1 未満 1.1 以上 11.1 未満 11.1 以上 

目地の破損率 

(%) 

滑走路 0.1 未満 0.1 以上 1.3 未満 1.3 以上 

誘導路 0.1 未満 0.1 以上 3.2 未満 3.2 以上 

エプロン 0.1 未満 0.1 以上 5.7 未満 5.7 以上 

段差 

(mm) 

滑走路 5 未満 5 以上 10 未満 10 以上 

誘導路 5 未満 5 以上 12 未満 12 以上 

エプロン 5 未満 5 以上 14 未満 14 以上 

A：補修の必要は無し 

B：近いうちの補修が望ましい 

C：できるだけ早急に補修の必要がある 

 

しかしながら，PRI に基づく路面性状評価の基準値は，

空港におけるひび割れ，わだち掘れ，平坦性等の測定に

よる客観的評価と，併せて実施した舗装技術者の目視に

よる主観的評価を数量化したものであり，空港舗装上を

走行する航空機の操縦安全性や走行快適性は考慮されて

いない．また，航空機の操縦安全性や走行快適性に特に

影響を及ぼすと考えられる舗装縦断方向の平坦性につい

ては，図-1.4 に示すように，従来から平坦性の計測に用

いられてきた 3m プロフィロメータの原理を用いて，縦

断方向に 1.5m ごとに測定輪の上下方向変位を計測し，

ある区間長（例えば大型ジェット機が就航する空港では

30m）における上下方向変位の標準偏差を，その区間の

平坦性指標σとして採用していることから，ある特定の

波長成分の凹凸のみを計測しているに過ぎず，路面の波

長の影響を考慮することができないため 18)，平坦性指標

σが操縦安全性や走行快適性を的確に評価しているとは

言い難い． 

 

 

図-1.4 3m プロフィロメータによる 

縦断方向平坦性のイメージ 

 

平坦性指標σ以外の舗装の平坦性を評価する指標と

しては，世界銀行が提唱している IRI（ International 

Roughness Index）がある．これは，測定した路面の縦断

プロファイルデータと，クォーターカーモデルと呼ばれ

る質量－ばね系の 1 自由度系の車両モデルを用いて，路

面を走行した際の累積鉛直変位量を走行距離で除したも

のである．しかしながら，IRI は波長 2.4m 及び 15m の路

面には大きく反応すること，車両と航空機では運動特性

や走行速度が異なると考えられること 18), 19)から，IRI を

用いて航空機走行時の操縦安全性や走行快適性を評価す

ることは難しいと考えられる． 

空港舗装の路面平坦性に着目した研究として，井上ら
20)はパイロットに対するアンケート調査，ならびに滑走

路において測定した縦断プロファイルに対してウェーブ

レット理論による空間周波数分析を行うことで，滑走路

においてパイロットが「影響を感じる」と回答している

箇所では，0.02cycle/m の周波数帯が影響していることを

明らかにしている．また，遠藤ら 21)は，滑走路において

測定した縦断プロファイルを用い，大型機から小型機を

対象とした離発着時の航空機の応答シミュレーションに

よる航空機の鉛直加速度から算出した乗り心地指数

RQF（Ride Quality Factor）を用いて，乗り心地に影響を

及ぼす路面の波長及び航空機材の違いに着目した滑走路

の平坦性評価について検討し，離発着時の航空機の RQF

に対しては概ね 12.8m 以上の路面波長の影響が大きいこ

とを明らかにしている．また，八谷ら 18)は，サイン波に

よる仮想の路面を用い，大型機を対象とした離発着時及

びタキシング時の航空機の応答シミュレーションによる
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航空機の鉛直加速度と路面の波長の関係を整理し，航空

機に発生する鉛直加速度には，ある特定の波長を有する

路面を走行した場合に大きくなることを明らかにし，許

容される凹凸の管理基準値を提案している． 

これらの研究成果の特徴は，航空機の応答に影響を及

ぼす舗装路面の波長（あるいは周波数）について着目し

ている点である．しかしながら，空港舗装の路面平坦性

管理基準策定の上では，以下の問題点があると考えられ

る． 

 

・平坦性管理基準としては，航空機応答シミュレーショ

ンソフトのような特殊なソフトに基づく RQF のよう

な指標ではなく，縦断プロファイルデータから簡単な

計算により算出できる路面の凹凸量で管理するのが

望ましいこと． 

・機材の大きさの違い，走行速度の違いを考慮した路面

平坦性管理基準が必要であること． 

・実際の路面の縦断プロファイルを用いた路面平坦性管

理基準値の検証が必要であること． 

 

以上のような背景から，空港舗装上を走行する航空機

の操縦安全性と走行快適性を確保するために，離陸時及

びタキシング時の航空機の鉛直加速度に着目した平坦性

管理基準を作成することを目的として本研究を実施した．

また，大規模空港だけではなく，中・小規模空港に対し

ても適用可能な平坦性管理基準が必要となることから，

大型機ならびに小型機の鉛直加速度と路面の平坦性の関

係を明らかにした． 

具体的な検討手法としては，まず，空港舗装上を走行

する種々の航空機の応答が計算可能である航空機応答シ

ミュレーションソフト APRas を使用して解析を行い，空

港舗装の平坦性が航空機の鉛直加速度に及ぼす影響を検

討した．一連の解析結果から得られた平坦性管理基準の

妥当性について，国内の主要空港において三ヵ年にわた

り測定した空港滑走路の縦断プロファイルデータを用い，

本研究で得られた航空機の応答を考慮した平坦性管理基

準の妥当性を検証した． 
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2. 空港コンクリート舗装に発生する温度応力の定

量化に関する検討 

 

2.1 研究の手順 

 第 1 章で述べたように，空港コンクリート舗装の設計

法を高度化するためには，実際のコンクリート版に発生

するひずみと温度分布データを長期間採取し，版厚と温

度応力の関係を考慮した温度応力算出法を確立する必要

がある． 

 上記の目的を達成するため，既往の研究を参考に，以

下の手順で研究を実施した． 

・試験コンクリート舗装を製作し，ひずみと温度分布

の長期観測を実施する． 

・長期観測結果で得られたひずみと温度分布を元に，

コンクリート版に発生している温度応力を算出し，

温度応力と曲げ拘束応力，内部拘束応力の関係を定

量的に明らかにする． 

・有限要素法による熱収支解析により，版厚が異なる

場合の版内温度分布を計算し，版厚と温度応力の関

係を明らかにする． 

 

2.2 試験舗装施工 

(1) 設計条件 

旧運輸省港湾技術研究所野比実験場において，コンク

リート試験舗装を製作した．この試験舗装を製作する目

的は，コンクリート版内部の温度とひずみの測定である． 

試験舗装の平面図と断面図を図-2.1 に示す．試験区画は

A 区画と B 区画であり，目地間隔は，A 区画では 7.5m

とし，B 区画では，現在の空港コンクリート舗装で最大

である 8.5m とした．また，コンクリート材料としては，

A 区画では設計基準曲げ強度 6.5MPa の高強度コンクリ

ートを，B 区画では，設計基準曲げ強度 5.0MPa の普通

コンクリートを使用した．構造的には，設計航空機荷重

を B-747 で代表される LA-1，設計反復作用回数を 20,000

回，路盤の設計支持力係数を 70MN/m3（平板直径 750mm）

としたので，コンクリート版厚は A 区画で 340mm，B 区

画で 420mm となった． 

 

(2) 路床の施工 

路床の材料は現地の既存土（山砂）をそのまま用いた．

路床土の性状試験結果を表-2.1 に，路床の品質管理試験

結果を表-2.2 に示す． 

路床の施工は，所定深さ近くまでバックホウで掘削を

行い，7t タンデムローラで仮転圧を行った後，出来形の

計測を行った．出来形に関しては両区画とも共通仕様書

の規定を満足していた． 

 

(3) 下層路盤の施工 

下層路盤には粒度調整砕石を用いた．下層路盤材料の

性状試験結果を表-2.3 に，下層路盤の品質管理試験結果

を表-2.4 に示す． 

下層路盤の施工は，ダンプトラックにより粒度調整砕

石を現場に搬入後，ブルドーザ，バックホウにより 1 層

目を敷き均し，7t タンデムローラで仮転圧を行った．そ

の後，出来形の計測を行い，高さの微調整を行った後，

7t タンデムローラにて転圧を行った．出来形に関しては，

両区画とも共通仕様書の規定を満足していた． 

 

(4) 上層路盤の施工 

上層路盤にはアスファルト安定処理材を用いた．アス

ファルト安定処理材の性状試験結果は表-2.5 に，上層路

盤の品質管理・出来形管理試験結果は表-2.6 に示すとお

りである． 

上層路盤の施工は，ダンプトラックによりアスファル

ト安定処理材を現場に搬入後，アスファルトフィニッシ

ャにより敷き均し，初期転圧を 7t タンデムローラ，二次

転圧を 15t タイヤローラにより行った．アスファルト安

定処理材の施工時の温度は，出荷時 160℃，現場到着時

158℃，敷き均し時 148℃であり，規格を満足するもので

あった．また，抜き取ったコアによる出来形管理試験で

は，厚さ，締固め度ともに規格を満足するものであった． 

 

(5) コンクリート版の施工 

コンクリートに使用した材料は表-2.7 に，試験施工に

使用したコンクリートの配合は表-2.8 に，試験施工前に

実施したコンクリートの室内試験結果は表-2.9 に示す

とおりである．コンクリート版の施工は 2000 年 10 月 12

日（A 区画）ならびに 13 日（B 区画）に行った．当日の

天候は 12 日が晴れ，気温は 25～31℃，13 日が曇り時々

小雨，気温は 18～20℃であった． 

コンクリート版は 2 層に分けて施工した．下層コンク

リートはスプレッダで敷均し，インナーバイブレータを

用いて締め固めた後，直径 6.35mm の再生異形棒鋼を

150mm×150mm の格子状に組み上げて製作した鉄網を

敷設した．上層コンクリートは 80cm/分の速度でコンク

リートフィニッシャにより締め固めた．そして，コンク

リート版表面に箒目を入れ，養生を行った．養生は被膜

養生剤を散布した後に，散水マットでコンクリート版表

面を覆い，一日一回の散水を 7 日間継続した．なお，両

区画とも，施工翌日にカッタにより横方向収縮目地を設
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けたが，目地にはスリップバーを設置しなかった． 

コンクリート版内部には，測温機能付きモールドゲー

ジを埋設した．図-2.2 にコンクリート版内部のモールド

ゲージ埋設位置を示す．モールドゲージは版施工方向に

直角に配置した．また，コンクリート版の自由変形ひず

みを計測するために，コンクリート版に埋設したものと

同じモールドゲージを埋め込んだ小型供試体を，コンク

リート版近傍に作成した．小型供試体の厚さはコンクリ

ート版と同じく 340mm ならびに 420mm とし，長さと幅

は路盤との摩擦による拘束が無視できる寸法を考慮して，

それぞれ 530mm，150mm として作成した．小型供試体

の周囲は，断熱のためにアルミテープを貼ってから発泡

スチロール板で覆った．養生方法に関してはコンクリー

ト版と同一とした． 

 

 

7500 7500

小型供試体
L530×W150×H420

85003000 3000 2000

施工方向7
5
0
0 B区画

8
5
0
0A区画

75003000

 

（単位：mm） 

(a) 平面図 

路床

粒状下層路盤

コンクリート版

アスファルト安定処理上層路盤

7500 7500 85003000 3000 2000

4
2
0

75003000

3
4
0

 

（単位：mm） 

(b) 断面図 

図-2.1 試験舗装図 

 

表-2.1 路床土の性状試験結果 

項目 B 区画 規定値 

含水比 (%) 8.1 － 

湿潤密度 (g/cm3) 1.845 － 

乾燥密度 (g/cm3) 1.707 － 

仕様密度における 

修正 CBR (%) 
19.1 10 以上 
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表-2.2 路床土の品質管理試験結果 

項目 A 区画 B 区画 規定値 

含水比 (%) 8.6 8.2 － 

現場密度 (g/cm3) 1.816 1.834 － 

締固め度 (%) 107.0 108.1 90 以上 

K30 (MN/m3) 218 263 － 

K75
※(MN/m3) 87 105 － 

                      ※K75=K30/2.5 

 

表-2.3 下層路盤材料の性状試験結果 

項目 実測値 規定値 試験法 

通過質量百分率 

(%) 

粒径 (mm)   

JIS A 1102 

53 100.0 100 

37.5 98.6 95～100

19 67.0 60～90

4.75 39.7 30～65

2.36 28.0 20～50

0.425 15.5 10～30

0.075 3.7 2～10 

最適含水比 (%) 15.0 － JIS A 1210 (E 法) 

最大乾燥密度 (g/cm3) 1.715 － JIS A 1210 (E 法) 

修正 CBR (%) 91 45 以上 舗装試験法便覧 

塑性指数 NP 6 以下 JIS A 1205 

 

表-2.4 下層路盤の品質管理試験結果 

項目 A 区画 B 区画 規定値 

含水比 (%) 15.1 16.4 － 

現場密度 (g/cm3) 1.710 1.717 － 

締固め度 (%) 99.7 100.1 90 以上 

K30 (MN/m3) 362 303 － 

K75
※(MN/m3) 121 101 － 

                 ※K75=K30/3.0 
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表-2.5 上層路盤材料の性状試験結果 

項目 実測値 規定値 

通過質量百分率

(%) 

粒径 (mm)   

53  100 

37.5 100 95～100

19 87.3 50～100

4.75 50.4 － 

2.36 34.4 20～60 

0.075 4.1 0～10 

マーシャル安定度 (kN) 11.94 3.45 以上

フロー値 (1/100cm) 32 10～40 

空隙率 (%) 6.5 3～12 

 

表-2.6 上層路盤の品質管理・出来形管理試験結果 

項目 A 区画 B 区画 規定値 

厚さ (cm) 16.9 16.8 14.6 以上 

密度 (g/cm3) 2.355 2.342 － 

締固め度※ (%) 99.5 98.9 95 以上 

※基準密度＝2.368 g/cm3 

 

表-2.7 コンクリート材料 

使用材料 種類または産地 物性値 

セメント 普通ポルトランドセメント 密度：3.16 g/cm3 

粗骨材※ 
40 - 20 茨城県笠間産硬質砂岩 密度：2.69g/cm3 

単位容積質量：1.68kg/l20 - 05 山口県伊佐産石灰岩 

細骨材 砂 千葉県君津産山砂 密度：2.61g/cm3 

練混ぜ水 上水道水 － － 

混和剤 

高性能 AE 減水剤 ﾎﾟﾘｶﾙﾎﾞﾝ酸系水溶性ﾋﾞﾆﾙ共重合体 － 

凝結遅延材 ｵｷｼｶﾙﾎﾞﾝ酸塩とその塩の誘導体 － 

AE 減水剤 ﾘｸﾞﾆﾝｽﾙﾎﾝ酸塩 － 

空気量調整剤 変性ｱﾙｷﾙｶﾙﾎﾞﾝ酸化合物系陰ｲｵﾝ界面活性剤 － 

※粗骨材は，40-20 と 20-05 を等量混合して使用した． 

 

表-2.8 試験施工に使用したコンクリートの配合 

区画 
W/C 

(%) 

単位 

粗骨材 

容積 

(m3/m3) 

細骨 

材率 

(%) 

目標 

スラ 

ンプ 

(cm) 

目標 

空気量 

(%) 

単位量 (kg/cm3) 混和剤 

W C S G 

高性能 AE

減水剤 

(C×%) 

凝結 

遅延剤 

(C×%) 

AE 

減水剤 

(C×%) 

空気量

調整剤*

A 30 0.70 35.5 8 4.5 135 450 627 1,176 1.0 0.3  5A 

B 40 0.72 36.6 5 4.0 138 345 676 1,208   1.0 4A 

※セメント 1kg に対して空気量調整剤 1%水溶液を 2cc 添加した場合を 1A とした． 
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表-2.9 コンクリートの室内試験結果（材齢 28 日） 

 A 区画 B 区画 

曲げ強度 (MPa) 7.71 5.55 

圧縮強度 (MPa) 60.6 36.4 

静弾性係数 (MPa) 41,800 36,100 

 

コンクリート版
施工方向

小型供試体

25
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1
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0
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0
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.
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 (850
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(a) 平面図 

 

140
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測温機能付きモールドゲージ
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(420)
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路盤

.

.
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コンクリート版
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340
(420)140
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（単位：mm） 

(b) 断面図 

図-2.2 計器埋設位置 

 

表-2.10 小型供試体の熱膨張係数 

期間 

A 区画熱膨張係数 

 (1×10-6/℃) 

B 区画熱膨張係数 

 (1×10-6/℃) 

上面 中心部 下面 上面 中心部 下面 

10 月 15 日～16 日 11.58 10.24 9.63    

10 月 15 日～16 日 9.39 11.67 15.13 9.39 8.59 11.70 

10 月 16 日～17 日 12.35 10.61 13.35 9.94 8.20 11.10 

10 月 17 日～18 日    8.60 10.82 12.28 

平均値 11.55 10.06 
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図-2.3 ひずみ変化量 
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図-2.4 拘束応力の概念図 

 

2.3 試験舗装における温度応力の検討 

(1) コンクリートの熱膨張係数 

コンクリート舗装の施工中から，コンクリート版内部

に埋設したモールドゲージにより，版の温度とひずみを

1 時間に 1 回測定した． 

版に発生する温度応力を検討する前に，コンクリート

の熱膨張係数を決定する必要があることから，コンクリ

ート版の自由変形ひずみを計測するために試験舗装横

に製作した小型供試体の，散水養生中の温度とひずみを

用いて熱膨張係数を算出した．表-2.10 にその結果を示

す．コンクリートの熱膨張係数は概ね 10×10-6/℃程度で

あり，一般的な値と考えられる．以降の検討では，表

-2.10 の値を用いることとした． 

 

(2) 温度応力の算出 

一年間にわたるコンクリート版の温度とひずみの測

定値から，1 時間毎の温度応力を算出した．温度とひず

みのデータとしては，版中央部のものを使用した．算出

手順を以下に示す 1)． 

① 一日の中で，朝方あるいは夕方頃において版上下面温

度差θ’が最小（≒0）になる時刻をその日の基準時刻

として設定し，各位置の基準時刻における温度とひず

みを，それぞれ基準温度 t0，基準ひずみε0 とする． 

② 基準温度 t0 と，ある時刻における実測温度 t から各位

置における温度変化量Δt を算出し，版深さ方向の 3

点の温度変化量から近似二次曲線を算出する．次に，

版上面，版中心，版下面の 3 点においてこの温度変化

量に熱膨張係数αを乗じて，各位置における拘束を受

けない場合の自由ひずみΔεt 算出する． 

③ 基準ひずみε0 と，ある時刻における実測ひずみεか

らひずみ変化量Δεを算出し，版深さ方向の 3 点のひ

ずみ変化量から近似二次曲線を算出する．次に，②で

算出した自由ひずみΔεt の差を，軸方向拘束ひずみ

ΔεN，曲げ拘束ひずみΔεM，内部拘束ひずみΔεI

に分解し，各々の拘束ひずみ成分に弾性係数を乗じて

軸方向拘束応力σN，曲げ拘束応力σM，内部拘束応
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力σIを算出する．また，第 1 章で述べた理由から，

軸方向拘束応力は考慮せず，曲げ拘束応力σM と内部

拘束応力σIの和を温度応力σとする． 

 

(3) 温度応力の季節的変動 

A 区画（高強度コンクリート，版厚 34cm）と B 区画

（普通コンクリート使用，版厚 42cm）の中央部における

日中の温度応力の最大値（引張応力）と版上下面温度差

（版上面温度－版下面温度）の最大値との関係を図-2.5

に示す．温度応力は版上下面温度差が大きくなる春から

秋にかけて大きくなっていることから，以降では，版上

下面温度差と温度応力との関係を用いて，温度応力を推

定することとした． 

A 区画と B 区画における版上下面温度差の度数分布を

図-2.6 に示す．両区画とも版上下面温度差が-5℃～0℃

となる割合が最も高い．また，版厚が 34cm である A 区

画のほうが，版厚が 42cm である B 区画よりも，版上下

面温度差は大きく，また版上下面温度差が正となる割合

が高いことがわかる． 
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(b) B 区画（版厚 42cm） 

図-2.5 温度応力の季節的変動（12 月 19 日から） 
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(c) 累積度数 

図-2.6 版上下面温度差の発生頻度 

 

(4) 温度応力の日変動 

版上下面温度差が観測期間中に最も大きかった 8 月の

ある一日の温度応力と版上下面温度差の日変動を図

-2.7 に示す．版上下面温度差が最大となる 15 時頃に曲

げ拘束応力は最大となるが，内部拘束応力はこの時点で

圧縮応力であり，両者の和である温度応力としては 17

時頃に最大となっている．岩間はこのような曲げ拘束応

力と内部拘束応力の時間差の存在を指摘しているが，内

部拘束応力が曲げ拘束応力の-0.3 倍を超える日も少なく

ないことから，温度応力としては曲げ拘束応力の 0.7 倍 
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(b) B 区画（版厚 42cm） 

図-2.7 版上下面温度差と温度応力の日変動 
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図-2.8 内部拘束応力と曲げ拘束応力の割合の発生頻度 

 

程度としている． 

そこで，空港コンクリート舗装における曲げ拘束応力

と内部拘束応力の割合について検証した．図-2.8 に一年

間の曲げ拘束応力に対する内部拘束応力の比の発生頻

度分布を，図-2.9 に内部拘束応力と曲げ拘束応力の関係

を示す．曲げ拘束応力に対する内部拘束応力の割合は，

A 区画では-0.2 から-0.3，B 区画では-0.3 から-0.4 の場合

が最も多く，曲げ拘束応力と内部拘束応力の相関を見る

と，その割合は A 区画で-0.43，B 区画で-0.46 であり，

版厚が厚いB区画のほうが曲げ拘束応力に対して内部拘

束応力が若干大きいことがわかる． 

以上のことから，空港コンクリート舗装のようにコン

クリート版厚が厚い場合には，曲げ拘束応力に対して内

部拘束応力が大きくなると考えられ，曲げ拘束応力と内

部拘束応力の和である温度応力としては，岩間が示した

温度応力式によるものよりも小さいことが推測される． 

なお，図-2.7 において，A 区画の温度応力が B 区画に

比べて大きいのは，表-2.9 に示したとおり，A 区画に用

いた高強度コンクリートの弾性係数が，B 区画に用いた

普通コンクリートの弾性係数よりも大きいためと考えら

れる． 
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図-2.9 内部拘束応力と曲げ拘束応力の関係 
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(a) A 区画（版厚 34cm） 
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(b) B 区画（版厚 42cm） 

図-2.10 最大温度応力と版上下面最大温度差の関係 

 

(5) 温度応力式の検討 

A 区画ならびに B 区画の中央部における一年間の温度

とひずみの測定結果による，毎日の版上下面の最大温度

差（正の最大値と負の最大値）と最大温度応力（引張応

力の最大値と圧縮応力の最大値）との関係を図-2.10 に

示す．図-2.7 に示したとおり，版上下面の温度差が最大

となる時刻には温度応力は最大にはならないが，最大温

度応力と版上下面最大温度差との間には非常に強い相関

があり，最大温度応力は版上下面最大温度差を説明変数

とする一次式で近似できることがわかる．この近似式を，

岩間が提案した温度応力式と同様の形に改めたのが，式

(2-3)，式(2-4)である．また，比較のために岩間 2)が示

した温度応力算定式（版中央部）を再掲する． 
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ここに， 

 ：温度応力 (MPa) 

 ：コンクリートの熱膨張率 (1/℃) 

E ：コンクリートの弾性係数 (MPa) 

' ：コンクリート版上下面の温度差（℃） 

 ：コンクリートのポアソン比 

 

式(2-3)，式(2-4)，式(2-5)からわかるとおり，空港

コンクリート舗装の版中央部における温度応力は，岩間

の温度応力式により算出したものよりも 25%程度小さい

ことがわかる．また，版厚の厚い B 区画のデータから算

出した式(2-4)のほうが A 区画のデータから算出した式

(2-3)よりも温度応力式の係数が小さい．これは，図-2.7 
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(b) B 区画（版厚 42cm） 

図-2.11 引張温度応力と正の版上下面温度差が最大と

なる時刻の頻度分布 
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(b) B 区画（版厚 42cm） 

図-2.12 温度応力と数時間前の版上下面温度差の関係 

 

 

に示したとおり，版厚が厚い場合，特に曲げ拘束応力が

大きくなる午後では，内部拘束応力が圧縮側に大きくな

ることが原因で，引張曲げ拘束応力が低減されるためと

考えられる． 

 

(6) 版上下面温度差と温度応力の時間差 

コンクリート舗装の理論的設計を行う場合，昼夜の交

通量の違いを考慮して，ある時刻に発生する荷重応力と

その頻度，ある時刻に発生する温度応力とその頻度を正

確に考慮できることが望ましい．式(2-3)あるいは式

(2-4)は，一日の最大温度応力と版上下面の最大温度差

との相関から導いた温度応力式であるが，前述したよう

に，温度応力と版上下面温度差がそれぞれ最大となる時

刻には時間差がある．従って，ある時刻に版に発生する

温度応力を推定する場合，その時刻に発生する版上下面

温度差を式(2-3)あるいは式(2-4)に入力することは適

切ではない．このことから，温度応力と版上下面温度差

が最大となる時間差について検討した． 

図-2.11 に引張温度応力と版上下面温度差が最大とな

る時刻の頻度分布を示す．版厚が 34cm である A 区画で

は，14 時頃に版上下面温度差が最大となり，引張温度応

力はその 2 時間後の 16 時頃に最大となる傾向があるの

がわかる．また，版厚が 42cm である B 区画では，14 時

頃に版上下面温度差が最大となり，引張温度応力はその

3 時間後の 17 時頃に最大となる傾向があり，版厚の厚い

ほうが，版上下面温度差と引張温度応力が最大となる時

間差が大きいことがわかる． 

以上のことから，ある時刻における温度応力は，その

2 時間前，あるいは 3 時間前の版上下面温度差との相関

が高いと推定されることから，両者の関係を示したのが

図-2.12 である．A 区画については 2 時間前の版上下面

温度差，B 区画については 3 時間前の版上下面温度差を

用いた．これによると，ある時刻に版に生じる温度応力

は，その 2，3 時間前の版上下面温度差との相関が高く，

式(2-3)，式(2-4)により，一日の最大温度応力だけでは

なく，各時刻の温度応力を精度良く推定できることがわ

かる． 

図-2.13 に引張温度応力と正の版上下面温度差が発生

する時刻の頻度分布を示す．引張温度応力が発生するの

は A 区画で概ね 9 時から 23 時まで，B 区画で概ね 10 時
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から 25 時までであることがわかる．このことから，空

港コンクリート舗装の理論的設計を行う際は，版厚 42cm

程度の場合は概ね 10 時から 25 時の間に引張温度応力が

発生すると仮定し，この間の温度応力の値を式(2-4)か

ら算出する場合には，その 3 時間前の概ね 7 時から 22

時までの版上下面温度差の頻度分布を使用することで，

精度良く温度応力を算出することが可能である． 

以上の考え方から，一年間の版上下面温度差の発生頻

度をまとめたのが表-2.11，表-2.12 である．これらの表

の中で「温度応力が正の時間帯用」の版上下面温度差で

あっても，負の温度差になる場合があるのは，例えば B

区画の場合は 10 時から 25 時までを「温度応力が正」と

仮定しているため，その 3 時間前の 7 時から 22 時の間に

は温度差が負となる場合もあるからである． 
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(b) B 区画（版厚 42cm） 

図-2.13 温度応力と版上下面温度差が正になる時刻の

頻度分布 
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表-2.11 A 区画（版厚 34cm）における版上下面温度差の発生頻度 

版上下面 

温度差（℃） 

版上下面温度差の発生割合 

温度応力が正の時間帯用 温度応力が負の時間帯用 

19（18～18.9） 0.0008 - 

17（16～17.9） 0.0111 - 

15（14～15.9） 0.0336 - 

13（12～13.9） 0.0460 - 

11（10～11.9） 0.0472 - 

9（8～9.9） 0.0655 - 

7（6～7.9） 0.0718 - 

5（4～5.9） 0.0924 - 

3（2～3.9） 0.0902 - 

1（0～1.9） 0.1323 0.0040 

-1（-2～-0.1） 0.1665 0.0812 

-3（-4～-2.1） 0.1566 0.3334 

-5（-6～-4.1） 0.0717 0.4700 

-7（-8～-6.1） 0.0135 0.0942 

-9（-10～-8.1） 0.0009 0.0172 

-11（-12～-10.1） - 0.0011 

 

 

表-2.12 B 区画（版厚 42cm）における版上下面温度差の発生頻度 

版上下面 

温度差（℃） 

版上下面温度差の発生割合 

温度応力が正の時間帯用 温度応力が負の時間帯用 

17（16～17.9） 0.0011 - 

15（14～15.9） 0.0123 - 

13（12～13.9） 0.0392 - 

11（10～11.9） 0.0467 - 

9（8～9.9） 0.0518 - 

7（6～7.9） 0.0724 - 

5（4～5.9） 0.0948 - 

3（2～3.9） 0.1109 - 

1（0～1.9） 0.1411 0.0067 

-1（-2～-0.1） 0.1879 0.1448 

-3（-4～-2.1） 0.1516 0.4345 

-5（-6～-4.1） 0.0766 0.3521 

-7（-8～-6.1） 0.0133 0.0478 

-9（-10～-8.1） 0.0003 0.0140 
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2.4 コンクリート版厚と温度応力の関係 

前節において，空港コンクリート舗装のように版が厚

い場合には，内部拘束応力が大きいと考えられることか

ら温度応力が小さくなることを示した．しかしながら，

普通コンクリートを用いたコンクリート舗装としては，

アスファルト安定処理上層路盤上にある版厚が 42cm の

コンクリート版に対してのみの検討であることから，版

厚や上層路盤材料が異なる場合の温度応力についても検

討する必要がある．そこで，これらの影響については，

舗装内部の熱伝導，舗装表面と空気との間の熱伝達，舗

装表面での放射をそれぞれ考慮した有限要素法による熱

収支解析を実施し，コンクリート版内温度分布およびコ

ンクリート版に発生する温度応力を検討した． 

 

(1) 解析手法 

図-2.14 に有限要素解析における解析モデルを示す．

モデルは二次元モデルとし，コンクリート版の厚さは 26

～58cm とした．ここで，主に粒状材が使用される下層路

盤材料と，主に砂が使用される路床材料の熱特性はほぼ

同一であること，下層路盤以下の材料特性は，コンクリ

ート版の内部温度分布にほとんど影響しないことから，

計算の効率化のため，深さ 250cm までを粒状下層路盤材

とした． 

有限要素法による熱収支解析では，舗装内部の熱の流

れを式(2-6)による熱伝導方程式で，顕熱輸送量を式

(2-7)によるアスファルト混合物と大気との間の熱伝達

で，舗装表面への日射の影響は式(2-8)によりコンクリー

トの日射吸収率と熱伝達係数から等価外気温を算出する

方法 3)でそれぞれ考慮した．なお，地表面に水分が無い

と仮定し，潜熱は考慮していない． 

 

200 cm

コンクリート版
26～58cm

上層路盤
15 cm

熱伝達面

断熱面

日射，気温

250 cm

粒状下層路盤

 

図-2.14 熱収支解析モデル 
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sa TTSE             式(2-8) 

ここに， 

T ：舗装温度 (K)， 

t ：時間 (s)， 

 ：熱伝導率 (W/m/K)， 

c ：比熱 (kJ/kg/K)， 

 ：密度 (kg/m3)， 

zx, ：空間座標 (m)， 

Q ：顕熱輸送量 (W/m2)， 

h ：熱伝達率 (W/m2/K)， 

sT ：舗装表面温度 (K)， 

aT ：気温 (K)， 

E ：舗装面が吸収する正味放射量 (W/m2)， 

S ：日射量 (W/m2)， 

 ：日射吸収率， 

 ：輻射率， 

 ：ステファン・ボルツマン定数 

( = 5.67×10-8 W/m2/K4)． 

 

入力する気象条件としては，試験舗装の長期観測を行

った際に，温度応力が最も大きくなった夏季の 1 日の気

象条件を用いた．気温については試験舗装近傍で測定し

た 1 時間毎の気温を使用し，風速と日射量については，

気象庁の AMeDAS データから同日の 1 時間毎のデータ

を参照した． 

時系列解析を開始する一日の基準時刻としては，試験

舗装において測定されたコンクリート版内温度分布の実

測値から，版内温度分布が比較的均一で温度勾配が最小

（≒0）である朝 8:00 とし，この時刻におけるコンクリ

ート版の初期温度は，実測値を元に，深さによらず一様

に 33oC と設定した． 

表-2.13 に，解析に使用した各材料の熱特性の諸係数

を示す．アスファルト混合物については，室内試験にお

ける密粒度アスファルト混合物による実測値を使用し，

コンクリートと粒状路盤材料については文献 4), 5), 6), 7)を

参考にした． 

図-2.15 に版厚 42cm のコンクリート版内部温度の実

測値と解析値を示す．実測値と解析値は完全には一致し

ないが，再現精度は非常に高く，温度応力が最大となる

夕方において温度分布がほぼ一致している．
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表-2.13 解析に用いた熱特性値 

項 目 設定値 

コンクリート 

比熱 (J/(kg･K)) 1,050 

熱伝導率 (W/(m･K)) 2.7 

熱伝達率 (W/(m2･K)) 12 

密度 (t/m3) 2.4 

日射吸収率 0.6 

アスファルト混合物 

比熱 (J/(kg･K)) 890 

熱伝導率 (W/(m･K)) 1.1 

密度 (t/m3) 2.35 

粒状路盤材料 

比熱 (J/(kg･K)) 840 

熱伝導率 (W/(m･K)) 2.5 

密度 (t/m3) 2.0 
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図-2.15 版厚 42cmにおけるコンクリート版内部温度の

実測値と解析値 
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図-2.16 試験舗装 B 区画の曲げ拘束度の度数分布 
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図-2.17 コンクリート版内部温度分布 

 

コンクリート版内温度分布から温度応力を算出する

ためには，版内温度変化量と線膨張係数から求められる

温度ひずみと，拘束を受けた実際の変形を示す実ひずみ

が必要である．種々の版厚毎の温度ひずみは熱収支解析

から算出可能であるが，実ひずみは不明である．そこで，

試験舗装における実測の曲げ拘束度を参考とすることと

した．図-2.16 に B 区画における曲げ拘束度の頻度分布

を示す．実測結果では曲げ拘束度が 0.9～1.0 を中心とし

て分布していることから，曲げ拘束度を 0.95±0.15（0.80，

0.95，1.10）と仮定し，熱収支解析結果によるコンクリ

ート版内温度分布から温度応力を算出した． 
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(2) 温度応力に対する版厚・上層路盤材料の影響 

長期観測を行った試験舗装と同様に，上層路盤材料を

アスファルト安定処理材としたモデルにおいて，版厚を

変えた場合の温度分布を熱収支解析結果から算出した．

図-2.17に 15時時点のコンクリート版内温度分布を示す．

版上下面温度差は，版厚が 42cm 程度までは版厚につれ

て大きくなるが，それよりも厚くなるとほとんど変化し

ないことがわかる．また，コンクリート版が厚くなるほ

ど版内の温度分布は非線形分布となることから，内部拘

束応力が大きくなると考えられる．図-2.18 に曲げ拘束

度を 0.95 と仮定した場合の，コンクリート版厚と日最大

温度応力ならびに各拘束応力成分の関係を示す．版厚が

変化した場合でも，曲げ拘束応力はあまり変化していな

いが，内部拘束応力は版が厚くなるほど大きくなるため，

両者の和である温度応力は，版が厚くなるほど小さくな

ることがわかる． 

図-2.19 に，コンクリート版厚 h と温度応力式の係数 β

との関係を示す．βは式(2-9)に示すとおり，Westergaard8)

による版中央部の曲げ拘束応力式に対する係数であり，

岩間による式(2-5)では 0.7，本研究による式(2-4)では

0.53 である． 

)1(2

'






E

     式(2-9) 

これによると，曲げ拘束度が 0.95 の場合，版厚が 26cm

では岩間が示した値（  =0.7）に近く，版厚が 42cm で

は本研究における式(2-4)の値（  =0.53）に近い．また，

係数  は版厚 h に比例して小さくなることがわかる．こ

の解析結果から，係数  は版厚 h に比例すると仮定し，

試験舗装における長期観測結果から岩間が示した式

(2-5)と本研究で示した式(2-4)を考慮すると，係数  と

版厚 h の関係は式(2-10)により表すことができると考え

られる．また，曲げ拘束度を 0.80，1.10 とした場合の解

析結果による係数  は，式(2-10)を中心としてそれぞれ

下側，上側に分布していることから，式(2-10)により一

年間の曲げ拘束度の頻度分布を考慮した平均的な値が得

られるものと考えられる． 

854.0772.0  h      式(2-10) 

 ここに， 

h ：コンクリート版厚 (m) 

 

また，上層路盤にアスファルト安定処理材と粒状路盤

材を用いた際の温度応力の違いについても検証したが，

図-2.19 に示すとおり，上層路盤材料の違いはほとんど

無いことがわかる． 
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図-2.18 版厚と温度応力の関係（曲げ拘束度＝0.95） 
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図-2.19 版厚と温度応力式の係数の関係 

 

2.5 結論 

空港コンクリート舗装に適用可能な温度応力式につ

いて検討した結果，以下のようにまとめられる． 

(1) 空港コンクリート舗装のように版厚が厚い場合は，

コンクリート版深さ方向の温度分布が非線形分布と

なり，曲げ拘束応力に対して内部拘束応力が大きく，

それらの和である温度応力は，版厚が厚くなるほど

低減する傾向がある． 

(2) 最大温度応力と最大版上下面温度差の関係から，最大

温度応力は最大版上下面温度差を説明変数とする一

次式により精度良く推定可能である．また，版厚が厚

いほうが温度応力は若干小さい傾向がある． 

(3) 温度応力が最大となるのは，版上下面温度差が最大

となる時刻の 2，3 時間後であり，ある時刻に版に発

生する温度応力を推定するには，提案した温度応力

式に 2，3 時間前の版上下面温度差を入力することで，

精度良く推定できる． 

(4) コンクリート版に生じる温度応力に対して，上層路

盤材料の違いによる影響は小さい．一方，版厚の影

響は大きく，温度応力式における係数は版厚に比例

して小さくなる． 
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2.6 おわりに 

今回提案した温度応力式を用いることにより，より高

い精度で空港コンクリート舗装の理論的設計が可能と

なり，性能規定化の流れに対応した設計が可能になると

考えられる．付録では，ある仮定の設計条件のもとで，

理論的設計法によるコンクリート版厚の試算を行い，現

行設計法による版厚との比較を行っている．この試算で

は，理論的設計法による版厚は現行設計法による版厚よ

りも薄くなる結果となった．しかしながら，「設計年数

の 10 年を超過しても疲労による構造的な破損の報告が

皆無である現行設計法による版厚」と「ある破壊確率に

おける疲労曲線を用いた照査で，設計年数の 10 年が経

過した時点で疲労度が 1.0 に達する理論的設計法による

版厚」を単純に比較して，理論的設計法による版厚のほ

うが薄くなると理解してはならない．コンクリート舗装

が用いられる誘導路やエプロンでは，これらの施設を閉

鎖し補修を行うことが非常に困難であることから，現行

設計法で一般的に考えられている 10 年という設計年数

の設定についても議論する必要がある．また，理論的設

計法を用いた場合，同じ設計反復作用回数であっても，

機材別交通量条件やエプロン舗装等における運行形態

等の条件により結果が大きく異なることに注意された

い． 
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付録．提案した温度応力式による版厚の試算 

 

1. 設計条件 

・設計対象施設：エプロン誘導路部コンクリート舗装 

・コンクリート設計基準曲げ強度：5.0MPa 

・コンクリート弾性係数：34,000MPa 

・コンクリートポアソン比：0.15 

・コンクリートの熱膨張係数：10×10-6/℃ 

・路盤支持力係数：70MN/m3 

・設計年数：10 年 

・設計対象航空機種・交通量：付表-1 のとおり 

・航空機横断方向走行分布の標準偏差：50cm9) 

・昼（10 時～25 時，主に版上下面温度差は正）と 

夜（25 時～10 時，主に版上下面温度差は負）の 

交通量割合： 9：1*1) 

・設計疲労曲線：コンクリート標準示方書【舗装編】24p.

記載の疲労破壊曲線を使用（付図-1 参照） 

・設定破壊確率：1%*2) 

 

*1) 2006 年 8 月の各航空会社の時刻表を基に，東京国際

空港から離陸する航空機数を参考とした． 

*2) 設定破壊確率は，具体的な調査結果，研究結果に基

づくものではなく，あくまで仮定の値である． 

 

2. その他条件 

・応力照査位置 

コンクリート版中央部下面． 

・設計交通量 

現行設計法：設計反復作用回数を使用． 

理論的設計法：機材別交通量を使用． 

・航空機荷重横断方向走行分布条件 

現行設計法： 

設計反復作用回数を算出するための係数αにより

考慮されている 10)． 

理論的設計法： 

全ての機種について，脚を構成するタイヤ 1 輪の走

行位置分布を，版中央部を中心とする標準偏差 50cm

の正規分布と仮定した（付図-2，付図-3 参照）． 

ただし，この条件設定は，機材により主脚の位置が

異なることを無視している．すなわち，全ての機材の

いずれかのタイヤが必ず版中心を走行するという仮

定であるが，実際には，機材の前脚が誘導路中心線上

やスポット中心線上を走行する場合，全ての機材の主

脚タイヤ走行位置が，版中央部を中心として分布をし

ているわけではない． 

・荷重応力の算定方法 

福手 11)による Westergaard 中央部載荷公式電算プログ

ラムを使用． 

・温度応力の算定方法 

現行設計法：温度応力は算定せず，安全率により考慮． 

理論的設計法：本文の式(2-9)，式(2-10)を使用． 

・温度応力式における版上下面温度差発生頻度 

本文の表-2.12 を使用． 

 

3. 解析結果 

・現行設計法による版厚 

空港舗装構造設計要領より，版厚は 42cm となる． 

・理論的設計法による版厚 

版中心における荷重応力と温度応力を足し合わせた

合成応力を算出し，設計疲労曲線により疲労度を計算

した結果，付図-4 より，版厚は 37cm となる． 
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付図-1 疲労破壊曲線 
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付図-2 荷重応力算出におけるタイヤ走行位置 
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付表-1 設計航空機荷重と設計航空機交通量 10) 

機種 国際・国内 離着陸別 in  iP  0P  0/ PPi in  iW  ii nW   

B747-400 

国際 
離陸 10,000 361 361 1.000 10000 8 80,000 

着陸 10,000 253 361 0.837 2232 8 17,853 

国内 
離陸 80,000 266 361 0.858 16173 8 129,383 

着陸 80,000 253 361 0.837 12725 8 101,799 

DC-10 国内 
離陸 23,000 252 361 0.836 4408 4 17,631 

着陸 23,000 240 361 0.815 3601 4 14,403 

A300-B4 国内 
離陸 50,000 279 361 0.879 13520 4 54,078 

着陸 50,000 246 361 0.825 7568 4 30,271 

A320 国内 
離陸 35,000 234 361 0.805 4555 4 18,219 

着陸 35,000 223 361 0.786 3728 4 14,911 

DC-9 国内 
離陸 60,000 190 361 0.725 2927 4 11,708 

着陸 60,000 169 361 0.684 1859 4 7,436 

  iii nWn  498,520 

大型ジェット機の就航する滑走路での反復作用回数（ =0.03）   nN   14,960 

大型ジェット機の就航する誘導路での反復作用回数（ =0.04）   nN   19,940 
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付図-3 版中央部下面の荷重応力 

（離陸機のみ，版厚 38cm） 
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付図-4 理論的設計法による版厚試算結果
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3. 熱赤外線画像による空港アスファルト舗装層間

剥離の検出手法に関する検討 

 

3.1 研究の手順 

 第 1 章で述べたように，空港アスファルト舗装の層間

剥離を定量的に検出する手法を確立するため，熱赤外線

画像による剥離検出手法の適用性の検討及び適用気象条

件の検討を以下の手順で実施した． 

・実際の空港舗装において，打音調査を実施し，層間

剥離の可能性がある位置を検出する． 

・同一区画において熱赤外線画像による調査を行い，

打音調査結果との対比を行う．また，実際の剥離の

有無，剥離深さをコアを抜いて確認する． 

・有限要素法による熱収支解析により，剥離の深さ，

気象条件等を変えた場合の舗装表面温度差を検討

し，調査に適した気象条件について検討する． 

 

3.2 赤外線サーモグラフィによる調査の原理 

表基層間に層間剥離等による空隙が存在する場合，図

-3.1 に示すように，空隙直上と空隙直下の間の伝熱が遮

断される．すなわち，健全部と比較して空隙直上は熱容

量が小さくなり，熱しやすく冷めやすい状態になる．こ

れにより，日中には日射や気温の上昇により舗装温度が

上昇するため，剥離部の舗装表面温度は健全部のそれよ

りも高くなる．一方，夜間においては，日射がなくなり

気温も低下することで舗装温度が低下するため，剥離部

の舗装表面温度は健全部のそれよりも低くなる． 

このような原理から，当該手法を用いて空港が閉鎖し

ている夜間に調査を実施する場合は，赤外線サーモグラ

フィで撮影した舗装表面の熱赤外線画像から舗装表面温

度が低下している箇所を検出することとなる． 

 

 

写真-3.1 2000 年 7 月の名古屋空港滑走路の破損 

 

 

表層

熱伝導

放射・熱伝達による
正味熱流出

空隙
基層

 

図-3.1 夜間の熱流と舗装内温度分布図 

  （黒色が低温部，白色が高温部） 

 

3.3 空港における適用性調査 

(1) 調査概要 

那覇空港の滑走路ならびに新潟空港の誘導路におい

て，熱赤外線画像による層間剥離検出法の適用性調査を

2005 年 10 月（那覇空港）ならびに 2006 年 9 月（新潟空

港）の深夜に実施した． 

舗装表面の熱赤外線画像の撮影には，写真-3.2 に示す

ハンディタイプの赤外線サーモグラフィを使用した．こ

の赤外線サーモグラフィの仕様を表-3.1 に示す．適用性

調査を実施した際の気温と日射量は，空港近郊において

測定した． 

調査手順としては，まず，調査区域（10m×10m）に

おいて打音調査により異音を検出し，チョークにより異

音部のマーキングを行った．次に，高所作業車を用いて，

高さ 10m の位置から赤外線サーモグラフィにより舗装

表面の熱赤外線画像を撮影した（写真-3.3 (a)）．その後，

打音調査による異音部ならびに熱赤外線画像で周囲より

もおよそ 0.2oC 以上の温度低下箇所と判別された箇所に

おいて直径 100mm のコアを採取し，層間剥離の有無と

その深さを確認した．また，高所作業車を用いた高所か

らの静止画の撮影では，全体の調査に長時間を要するこ

とから，作業車両に赤外線サーモグラフィを据え付け，

走行しながら熱赤外線動画像撮影を実施した（写真-3.3 

(b)）． 

 

表-3.1 赤外線サーモグラフィ仕様 

項目 仕様 

検出素子 非冷却二次元マイクロボロメータ 

測定温度範囲 –40 to 500 °C 

最小温度分解能 0.06 °C 以上 

測定精度 ±2 °C 

測定視野角 
30.6° (H) × 23.1° (V)  

(22 mm レンズ使用時) 

空間分解能 1.68 mrad 
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写真-3.2 赤外線サーモグラフィ 

 

 

(a) 作業車からの静止画撮影 

 

 
(b) 作業車からの動画撮影 

写真-3.3 赤外線サーモグラフィによる 

熱赤外線画像撮影状況 

(2) 調査結果 

a) 静止画像による検出精度の検討 

図-3.2 に，那覇空港の滑走路において撮影した調査区

域の熱赤外線画像を示す．図の中で，赤外線画像による

低温部と打音調査による異音部を併せて示している．打

音調査により異音が確認されたのは 18 箇所であり，その

うち 6 箇所において熱赤外線画像により低温部が確認さ

れた． 

熱赤外線画像による低温部のうち A1～A3 の 3 箇所，

ならびに低温部ではないものの打音調査により異音が確

認された C1～C4 の 4 箇所からコアを抜き，層間剥離の

有無を確認したところ，表-3.2 に示すように，熱赤外線

画像の低温部（A1～A3）において 50～65mm の深さに

層間剥離が発生していることを確認した．しかしながら，

熱赤外線画像において低温部ではないものの異音が確認

された箇所（C1～C4）においても 45～68mm の深さに層

間剥離が確認された．このように，層間剥離が発生して

いるにも関わらず温度差が検出されなかった原因として

は，以下の理由が考えられる． 

①調査を行った際の一日の気温差が 5oC 程度と小さく，

特に C1～C4 以外の異音部は，直径 20cm 程度以下の

面積の小さな異音部のため，層間剥離に起因する舗

装温度差が小さい． 

②付着はしていないものの，両層が互いに密着してい

る場合は，両層間での熱伝導条件は健全部のそれと

大きく異なることはなく，層間剥離に起因する舗装

温度差が小さい． 

図-3.3 に，新潟空港の誘導路において撮影した調査区

域の可視画像を示す．図の中で，赤外線画像による低温

部と打音調査による異音部を併せて示している．打音調

査により異音が確認されたのは 12 箇所であり，そのうち

6 箇所において熱赤外線画像により低温部が確認された． 

熱赤外線画像による低温部のうちAA1～AA3の 3箇所，

ならびに低温部ではないものの打音調査により異音が確

認された CC1 と CC2 の 2 箇所からコアを抜き，層間剥

離の有無を確認した．結果を表-3.3 に示す．熱赤外線画

像の低温部（AA1～AA3）においてのみ 30～35mm の深

さに層間剥離が発生しており，打音調査により異音が確

認された CC1 と CC2 では層間剥離が確認されなかった．

異音部で層間剥離が確認されなかった原因は不明である． 

以上のことから，熱赤外線画像によって全ての層間剥

離を検出できるわけではないものの，表基層間に存在す

る層間剥離の多少をある程度判定することは可能である

と考えられる．実際の調査では，全ての空港舗装に対し

て打音調査を行うのではなく，赤外線調査により区画毎
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の低温部の位置を調査し，特に低温部が多く検出された

区画では打音調査を行うなど，各々の調査手法を組み合

わせることで，効率的な調査が可能になると考えられる． 

 

 

 

 

 

A1

A3

A2

C3

C1

C2

C4

10 m

10 m

 

図-3.2 那覇空港の滑走路における熱赤外線画像 

（点線：赤外線による低温部，実線：打音による異音部） 

 

表-3.2 那覇空港の滑走路における調査結果 

地点名 熱赤外線 打音 
コア採取による 

剥離深さ 

A1 低温部 異音 65 mm 

A2 低温部 異音 65 mm 

A3 低温部 異音 50 mm 

C1 異常なし 異音 65 mm 

C2 異常なし 異音 68 mm 

C3 異常なし 異音 60 mm 

C4 異常なし 異音 45 mm 
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AA1

AA2

AA3

CC1

CC2

10m

10m

 

図-3.3 新潟空港の誘導路における可視画像 

（点線：低温部且つ打音による異音部，実線：低音部ではないが打音による異音部） 

 

表-3.3 新潟空港の誘導路における調査結果 

地点名 熱赤外線 打音 
コア採取による 

剥離深さ 

AA1 低温部 異音 35 mm 

AA2 低温部 異音 35 mm 

AA3 低温部 異音 30 mm 

CC1 異常なし 異音 層間剥離なし 

CC2 異常なし 異音 層間剥離なし 
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b) 動画像による検出精度の検討 

高所からの静止画の撮影では，広大な面積を有する空

港舗装の調査に膨大な時間を要するため，作業車両に赤

外線サーモグラフィを据え付け，走行しながら熱赤外線

動画像の撮影も試みた．この際の赤外線サーモグラフィ

の位置は舗装表面から約 3m の位置であり，走行速度は

10km/h，調査幅は 2.5m，調査延長は 100m とした． 

撮影された動画像から自動画像処理を施して得られ

た温度分布画像を図-3.4 に示す．10km/h 程度の走行速

度であれば，静止画像と同等程度で低温部の判別が可能

であることから，空港の広範囲を効率的に調査するため

には，動画像の撮影を行うのが望ましいと考えられる． 

 

c) グルービングによる影響の検討 

我が国の滑走路表面には，滑走路表面の速やかな雨水

排水及び摩擦抵抗の増大を目的として，滑走路横断方向

に幅 6mm，深さ 6mm，中心線間隔 32mm のグルービン

グ（溝）が付されていることから，グルービングが熱赤

外線画像における低温部の検出精度に及ぼす影響を検討

した． 

滑走路において，高さ 1.5m から撮影した熱赤外線画

像を図-3.5 に示す．撮影時の俯角が 20°の場合はグルー

ビングによる縞模様が明瞭に確認されたが，俯角が 10°

の場合には縞模様はほとんど無く，低温部を明瞭に確認

することができる．これは，図-3.6 に示すように，同じ

高さであれば小さな俯角で撮影するほど撮影範囲は広く

なり，熱赤外線画像の解像度は低くなるために，グルー

ビングによる影響が小さくなるためと考えられる．これ

は角度のみならず撮影高さも影響することから，グルー

ビングの寸法と使用する赤外線サーモグラフィの解像度

を考慮して撮影高さや俯角を調整することで，グルービ

ングの影響を無視することが可能になると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.4 動画像から得られた舗装表面温度分布 

（矢印部は低温部） 
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(a) 俯角 20° 

 

(b) 俯角 10° 

図-3.5 グルービングのある滑走路の熱赤外線画像 

 

 

俯角が小さい場合の
撮影範囲

撮影高さ
俯角

俯角が大きい場合の
撮影範囲  

図-3.6 俯角と撮影範囲の関係 

 

3.4 熱収支解析による適用性の検討 

前節において，空港アスファルト舗装の層間剥離は，

熱赤外線画像による舗装表面温度分布からある程度検出

可能であることを明らかにした．しかしながら，層間剥

離に起因する舗装表面温度差は，アスファルト混合物内

の熱伝導特性の違いによるものであることから，この温

度差の大きさには気象条件が大きく影響するものと考え

られる．そこで，熱伝導，熱伝達，放射の影響を考慮し

た有限要素法による熱収支解析を実施し，層間剥離に起

因する舗装表面温度差と気象条件との関係を検討した．

さらに，那覇空港と新潟空港における経験から，熱赤外

線画像より低温部を容易に判別するためには，目安とし

て少なくとも 0.2oC 以上の温度差が生じていることが望

ましいと考えられたことから，この目安値以上の舗装温

度差が発生すると考えられる調査可能日数について検討

した． 

 

(1) 解析手法 

図-3.7 に熱収支解析モデルを示す．舗装内部の熱の流

れを式(3-1)による熱伝導方程式で，顕熱輸送量を式

(3-2)によるアスファルト混合物と大気との間の熱伝達

で，舗装表面への日射・舗装表面からの反射日射・大気

からの赤外放射・舗装表面からの赤外放射の熱収支によ

る正味放射量を式(3-3)でそれぞれ考慮した．なお，地表

面に水分が無いと仮定し，潜熱は考慮していない． 
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  式(3-1) 

)( as TThQ      式(3-2) 

)( 44
sa TTSE     式(3-3) 

ここに， 

T ：舗装温度(K)， 

t ：時間(s)， 

 ：熱伝導率(W/m/K)， 

c ：比熱(kJ/kg/K)， 

 ：密度(kg/m3)， 

zx, ：空間座標(m)， 

Q ：顕熱輸送量 (W/m2)， 

h ：熱伝達率(W/m2/K)， 

sT ：舗装表面温度(K)， 

aT ：気温(K)， 

E ：舗装面が吸収する正味放射量(W/m2)， 

S ：日射量(W/m2)， 

 ：日射吸収率， 

 ：輻射率， 

 ：ステファン・ボルツマン定数 

( = 5.67×10-8 W/m2/K4)． 

 

解析モデルは 2 次元モデルとした．各層の厚さならび

に剥離の直径は実際の空港舗装におけるものを参考とし

た．層間剥離の厚さについては不明であることから，採

取したコアの層間の状況からここでは 1mm と設定した．

また，図-3.7 に示す舗装構造は，那覇空港における調査

区域の舗装構造としたが，上層路盤材料種類や路盤厚の

低温部 

低温部 
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違いが層間剥離に起因する舗装表面温度差に及ぼす影響

が小さいことを確認している．舗装表面温度に大きく影

響すると考えられるアスファルト混合物の熱特性値につ

いては，表-3.4 に示すように，文献調査によるもののほ

か，試験舗装から切り出した密粒アスファルト混合物（最

大骨材粒径 20mm，アスファルト量 5.6%，空隙率 3.2%）

を用いて室内試験により測定した値を使用した． 

熱収支解析では，非定常有限要素解析により舗装表面

温度の経時的変化を算出するため，以下の理由から前日

の午前 8 時を計算開始時刻とし，この時刻における気温

ならびにアスファルト混合物平均温度を初期値として設

定した． 

 

①今回の検討で着目する翌日深夜の時間帯まである程

度の計算助走期間が必要である． 

②昼間の日射により上昇した舗装温度が，日没後に低

下する状態を考慮する必要がある． 

③熱電対を埋設したアスファルト試験舗装の温度測定

結果から，アスファルト混合物層内部の深さ別温度

が最も均一となる時間帯である． 

また，アスファルト試験舗装の温度測定結果から，こ

の時刻における気温とアスファルト混合物平均温度の関

係を検証し，初期値として設定するアスファルト混合物

平均温度を，この時刻の気温＋6oC と設定した． 

 

50 cm

アスファルト
混合物
18 cm

セメント
安定処理材
42 cm

層間剥離
幅25 cm，
厚さ1 mm

剥離深さ

断熱面

日射 反射
日射

大気からの
赤外放射

舗装表面から
の赤外放射

顕熱

短波長
放射

長波長
放射

地中伝導熱

熱伝達

 

図-3.7 熱収支解析モデル図 

 

表-3.4 熱収支解析に使用したパラメータ 

項目 備考 

アスファルト 

混合物 

密度 2,361 (kg/m3) 室内試験による実測値 

熱伝導率 1.11 (W/m/K) 
室内試験による実測値 

（JIS A 1412-2，40oC) 

比熱 0.89 (kJ/kg/K) 室内試験による実測値 

輻射率 0.92 
室内試験による実測値 

（JIS R 3106, 3107） 

日射吸収率 1.0 
文献 1) 

熱伝達率 7.8+4.5v (W/m2/K) v : 風速 (m/s)

セメント 

安定処理材 

密度 2,400 (kg/m3) 文献 2) 

熱伝導率 1.20 (W/m/K) 
文献 3) 

比熱 0.90 (kJ/kg/K) 

 

 

 



国総研研究報告No. 41 

- 35 - 

 

(2) 解析手法の妥当性の検証 

前節における那覇空港での適用性調査時に測定した

気象条件（気温，日射量，風速）を使用し，調査時に実

測した舗装表面温度と熱収支解析により求めた舗装表面

温度を図-3.8 に示す．表面温度の実測値と解析値との誤

差は最大 1oC 程度であり，剥離部と健全部との間の温度

差については実測値と解析値がほぼ一致している．この

ことから，当該解析手法により，剥離部と健全部との間

の表面温度差を非常に精度良く推定できると考えられる． 

 

(3) 剥離深さと気象条件が舗装表面温度差に及ぼす影響 

国内 6 都市（札幌，仙台，新潟，東京，大阪，那覇）

の気象条件を使用して，剥離部と健全部との間に生じる

表面温度差を熱収支解析により算出した．季節・天候条

件としては，表-3.5 に示す 4 ケースについて，AMeDAS

のデータを使用した． 

まず，層間剥離の深さによる影響を検討した．熱収支

解析により求めた東京における剥離部と健全部との表面

温度差の経時変化を図-3.9 に示す．層間剥離の深さは

6cm ならびに 12cm に設定した．層間剥離の位置が深い

場合は，浅い場合に比べて表面温度差は小さくなり，適

用性調査の経験による目安値である 0.2oC 以上の温度差

が発生するのは，夏季晴天時の天候においてのみ，非常

に短時間に限られることがわかる． 

次に，調査に適した気象条件について検討した．図

-3.9 をみると，剥離部と健全部との間の表面温度差は天

候や季節に大きく左右され，比較的大きな温度差が生じ

るのは晴天時であり，且つ秋季よりも夏季の方が温度差

は大きくなる傾向が確認できる．これは，曇天時よりも

晴天時，秋季よりも夏季の方が，日中に舗装表面温度が

大きく上昇し，日没後に大きく低下することから，熱伝

導特性の違いによる剥離部と健全部との温度差が顕著に

現れると考えられる．つまり，日射量が少ない曇天時の

ように昼夜の舗装温度差が小さい場合には，熱赤外線画

像による剥離の検出は困難になると考えられる． 
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図-3.8 舗装表面温度の実測値と解析値 

 

表-3.5 熱収支解析に使用した気象条件データ 

対象都市 札幌，仙台，新潟，東京，大阪，那覇 

季節 
夏季：6～8 月 

秋季：9～11 月 

天候 

晴天：昼夜ともに「晴」もしくは「快晴」 

曇天：昼夜ともに「曇」「薄曇」「曇時々晴/雨」

「曇一時晴/雨」のいずれかで，日降水量が 0mm

データ 

種類 
気温，風速，日射量 
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(a) 層間剥離深さ 6cm 
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(b) 層間剥離深さ 12cm 
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図-3.9 東京における舗装表面温度差の経時変化 

(4) 調査可能な気象条件の検討 

前項で示したとおり，層間剥離に起因する舗装表面温

度差の大きさは気象条件に大きく左右されることから，

調査可能な気象条件を事前に推定できることが望ましい．

そこで，国内 6 都市の気象条件を用いた熱収支解析結果

（剥離深さ 8cm の場合）から，深夜の最大舗装表面温度

差 pavT を目的変数，一日の気温差 airT ，日中の積算日

射量Q ，一日の平均風速 v を説明変数として重回帰分析

を行った．重回帰分析結果を図-3.10 に，重回帰式を式

(3-4)に示す．なお，それぞれの説明変数同士の相関は低

いことを確認している． 

 

12282.001743.002944.001335.0  vQTT airpav   

式(3-4) 

ここに， 

pavT ：最大舗装表面温度差（絶対値，oC） 

airT ：一日の気温差（最高気温－最低気温，oC） 

Q ：日中の積算日射量（kW･h/m2） 

v ：一日の平均風速（m/s） 

 

この重回帰式により推定した各都市の最大舗装表面

温度差と，熱収支解析により得られた最大舗装表面温度

差の相関は非常に高いことから，この重回帰式により，

一日の気温差，日射量，風速を入力することにより，深

夜に生じうる最大舗装表面温度差を精度良く推定するこ

とが可能であると考えられる． 

さらに，実際に調査可能な日数について検討した．実

際の空港での調査では，深夜に制限区域内に入場し，早

朝には退場しなければならない．図-3.8 に示すように，

舗装表面温度差は早朝に近づくにつれて小さくなる傾向

があることから，夜間から早朝まで効率的に調査を実施

するためには，調査終了時点である早朝でも 0.2oC 以上

の温度差が発生していることが望ましい．図-3.11 は熱

収支解析により算出した深夜に生じる最大舗装表面温度

差と午前 6 時の舗装表面温度差を比較したものであるが，

これによれば，深夜に発生する最大舗装表面温度差が

0.25oC 以上あれば，早朝 6 時の時点においても 0.2oC 以

上の温度差が生じていることとなる． 

以上の検討を踏まえ，AMeDAS の 2006 年 1 月から 12

月までの毎日の気象データ（ただし雨天時のデータを含

む）と式(3-4)を用い，札幌，東京，大阪における調査可

能日数を検討した結果を図-3.12 に示す．これによれば，

比較的高緯度の札幌においても，春から秋にかけて，熱

赤外線画像を用いた層間剥離の検出が可能であることが

わかる． 
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図-3.10 最大舗装温度差の重回帰分析結果 
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図-3.11 早朝と最大の舗装温度差の関係 
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3.5 結論 

熱赤外線画像による層間剥離検出法の適用性につい

て，現地試験ならびに熱収支解析により検討した結果は，

以下のようにまとめられる． 

(1) 赤外線サーモグラフィを用いた深夜の調査により，

熱赤外線画像により層間剥離をある程度検出するこ

とが可能である．また，時速 10km/h 程度の走行速

度であれば，走行しながら撮影した動画像から層間

剥離の検出が可能である． 

(2) 撮影角度や撮影高さを調整することにより，舗装表

面のグルービングの影響を小さくすることが可能で

ある． 

(3) 層間剥離の位置が浅い場合，舗装温度が日中に大き

く上昇し日没後に大きく低下する夏季や晴天時に，

層間剥離に起因する舗装表面温度差が大きくなる． 

(4) 一日の気温差，日中の積算日射量，一日の平均風速

から，層間剥離に起因する舗装表面温度差を推定す

ることが可能である． 

(5) 調査実施可能日を検討した結果，比較的高緯度の空

港においても，春から秋にかけて調査が可能である． 

 

3.6 おわりに 

熱赤外線画像を用いた空港アスファルト舗装の層間

剥離検出の適用性を明らかにしたが，全ての層間剥離を

この手法で検出できるわけではないことに注意しなけれ

ばならない．ただし，従来の打音調査と比較した場合，

作業効率は格段に優れていると考えられることから，当

該手法と打音調査を組み合わせて使用することになろう．

一つの提案としては，定期的な調査として赤外線画像に

よる診断を実施し，その結果層間剥離が多発していると

考えられる特定の箇所があれば，その箇所に対して打音

調査を集中的に実施する方法があると考える． 
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4. 走行時の航空機の挙動を考慮した空港舗装平坦

性管理基準に関する検討 

 

4.1 研究の手順 

第 1 章で述べたように，空港舗装上を走行する航空機

の操縦安全性と走行快適性を確保するためには，路面平

坦性が航空機の挙動に及ぼす影響を考慮した平坦性管理

基準を策定する必要がある．そのために，離陸時及びタ

キシング時の航空機の鉛直加速度に着目した平坦性管理

基準を作成することを目的として，以下の手順で本研究

を実施した． 

・航空機応答シミュレーションによる，路面波長，航

空機材，走行速度と航空機に生じる鉛直加速度の関

係を明らかにする． 

・上記関係を用い，路面波長に応じた平坦性管理基準

（許容凹凸量基準）を提案する． 

・実際の滑走路で計測した縦断プロファイルを用い，

平坦性管理基準の妥当性を検証する． 

 

4.2 航空機走行時の応答と路面の平坦性の関係 

航空機走行時の応答シミュレーションソフト APRas

を用い，航空機の種類や走行速度，路面の波長や振幅を

変化させて解析を行い，航空機の鉛直加速度と路面の平

坦性の関係について考察した．APRas では，以下の条件

を入力することにより，航空機の離陸走行時および着陸

走行時のパイロット位置および重心位置における鉛直加

速度を算出することができる． 

① 航空機種 

② 風速 

③ 標高 

④ 気温 

⑤ 走行形態（離陸時，着陸時，タキシング時） 

⑥ 走行速度（ただし，タキシング時のみ） 

⑦ 路面縦断プロファイル 

 

(1) 誘導路走行時の航空機の応答 

a) 検討手法 

航空機が誘導路を一定速度で走行する場合を想定し

て解析を行い，航空機の鉛直加速度に影響を及ぼす要因

について検討した． 

解析に用いる縦断プロファイルとしては，図-4.1 に示

すように，波長を 1～50m，振幅を 2～10mm とした連続

サイン波形を用いた．縦断プロファイルの入力間隔は

0.01m とし，全長は 300m とした．縦断プロファイルの

入力間隔と全長は，APRas に入力データ数の制限がある

こと，また，後述する滑走路走行時よりも走行速度が遅

いことを考慮して設定した． 

解析に用いる航空機の種類としては，表-4.1 に示すと

おり，APRas で選択可能な航空機の中から，大型機とし

てボーイング 747-400 型機（以下，B747）を，小型機と

してマクダネルダグラス DC-9-40 型機（以下，DC-9）を

選択した． 

航空機が誘導路を走行する際の速度としては，既往の

研究 1)を元に，日中に直線誘導路を走行する際の速度を

最大値として，45km/h，30km/h，15km/h の三種類とした．

また，路面の標高は海抜 5m とし，気温は 15℃で無風条

件とした． 

航空機の鉛直加速度としては，航空機の重心位置とパ

イロット位置において計算されるものに着目した．以下

では，航空機に瞬間的に発生する最大鉛直加速度だけで

はなく，走行中に生じる鉛直加速度全体の大きさを定量

的に評価するために，これらの鉛直加速度の代表値とし

て，計算された鉛直加速度の 85 パーセンタイル値 2)を採

用した（以下では，代表鉛直加速度と記す）．この 85 パ

ーセンタイル値は，鉛直加速度が正規分布すると仮定し

た場合，その平均値に標準偏差を加えたものにほぼ相当

する値である． 
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図-4.1 路面の振幅と波長 

 

表-4.1 検討した航空機種 

機種名 総質量 (kg) ホイールベース(m) 

B747 362,880 25.60 

DC-9 51,710 17.07 

 

b) 各種要因が航空機の代表鉛直加速度に及ぼす影響 

振幅が 10mm，波長が 10m である縦断プロファイルを

有する誘導路を走行する際に航空機に生じる重心位置お

よびパイロット位置の鉛直加速度をそれぞれ図-4.2，図

-4.3 に示す． 
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重心位置とパイロット位置の鉛直加速度を比較する

と，B747，DC9 ともに，パイロット位置における鉛直加

速度が重心位置のそれよりも大きいことがわかる． 

次に，代表鉛直加速度と波長の関係を図-4.4 に示す．

代表鉛直加速度は，路面の波長がある長さになる場合に

最大となり，それ以外の波長の場合は，非常に小さい．

また，代表鉛直加速度が最大となるときの波長は，航空

機の走行速度が小さいほど短い．誘導路を航空機が走行

する速度が 45km/h 以下であるとすると，航空機の代表

鉛直加速度が大きくなるのは，波長が 20m 以下の路面を

走行する場合であるといえる． 

これらの結果を，航空機の走行速度を路面の波長で除

すことにより算出した時間振動数を用いて整理したのが

図-4.5 である．航空機に生じる代表鉛直加速度は，走行

速度によらず，ある特定の時間振動数の場合に最大とな

り，その他の時間振動数の場合には非常に小さい．この

特定の時間振動数は航空機の種類により異なり，B747

では 1.3c/s 程度，DC-9 では 1.5c/s 程度である．これらの

時間振動数は航空機の固有振動数に相当すると考えられ

るが，これら以外の航空機種（大型機としてマクダネル

ダグラス MD-11 型機，中型機としてボーイング 737-200

型機）についても解析した結果，走行速度によらず，概

ね同程度の時間振動数において代表鉛直加速度が最大と

なった．これらのことから，誘導路走行時の航空機の応

答を考慮した平坦性の基準を考える場合は，航空機の走

行速度によらず，特定の時間振動数の場合に発生する代

表鉛直加速度に着目すればよいことがわかる． 

図-4.6 に，一連の計算から明らかになったパイロット

位置および重心位置の代表鉛直加速度の最大値と走行速

度の関係を示す．B747 では，振幅の大きさにより若干傾

向が異なるが，走行速度の大きいほうが代表鉛直加速度

は小さくなる傾向がみられる．一方，DC-9 では，走行速

度によらず，代表鉛直加速度はほぼ一定であることがわ

かる． 
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(a) 振幅 10mm，波長 10m，走行速度 15km/h 
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(b) 振幅 10mm，波長 10m，走行速度 30km/h 
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(c) 振幅 10mm，波長 10m，走行速度 45km/h 

図-4.2 誘導路走行時の鉛直加速度（パイロット位置） 
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(a) 振幅 10mm，波長 10m，走行速度 15km/h 
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(b) 振幅 10mm，波長 10m，走行速度 30km/h 
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(c) 振幅 10mm，波長 10m，走行速度 45km/h 

図-4.3 誘導路走行時の鉛直加速度（重心位置） 
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(b) B747 のパイロット位置 
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(c) DC-9 の重心位置 
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(d) DC-9 のパイロット位置 

図-4.4 代表鉛直加速度と波長の関係（振幅 10mm） 
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(b) DC-9 のパイロット位置 

図-4.5 代表鉛直加速度と時間振動数の関係（振幅 10mm） 
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(b) DC-9 のパイロット位置 

図-4.6 代表鉛直加速度と走行速度の関係 
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(2) 滑走路走行時の航空機の応答 

a) 検討手法 

航空機が滑走路を加速しながら走行し，離陸に至るま

でを想定して解析を行い，航空機の鉛直加速度に影響を

及ぼす要因について検討した． 

解析に用いる縦断プロファイルとしては，対象とする

航空機の離陸に必要な走行距離（APRas でのシミュレー

ションにおいて離陸に必要な距離で，B747 で 2,700m 程

度，DC-9 で 2,000m 程度）を考慮して，全長を 3,000m

とし，入力データ量の制限からプロファイルの入力間隔

を 0.1m とした．また，路面の波長を短くした場合，こ

のデータ入力間隔では，一つのサイン波形を構成するデ

ータ点数が少ないために滑らかな連続サイン波形となら

ないこと，誘導路走行時において検討した振幅の範囲で

は，滑走路を走行する航空機の代表鉛直加速度が小さい

ことを考慮し，波長を 2.5～100m，振幅を 10～50mm と

した連続サイン波形を用いた． 

解析で対象とした航空機は，前節に示す航空機と同一

とし，航空機が滑走路末端から走行を開始して離陸に至

るまで解析を行った．また，路面の標高は海抜 5m とし，

気温は 15℃で無風条件としている． 

 

b) 各種要因が航空機の代表鉛直加速度に及ぼす影響 

振幅が 10～50mm である縦断プロファイルを有する滑

走路を走行する際に，航空機に生じる代表鉛直加速度と

波長の関係を図-4.7 に示す．重心位置とパイロット位置

の代表鉛直加速度を比較すると，航空機の種類によらず，

パイロット位置の方が重心位置よりも代表鉛直加速度が

大きく，また，代表鉛直加速度は概ね振幅に比例して大

きくなる． 

代表鉛直加速度と波長の関係を見ると，誘導路走行時

では，特定の波長以外では代表鉛直加速度が非常に小さ

いのに対し，滑走路走行時では，短波長領域から長波長

領域にかけて，比較的広い範囲で同程度の代表鉛直加速

度の値となっており，B747 で振幅が小さい場合を除いて，

特に短波長の路面を走行する際の代表鉛直加速度が大き

いことがわかる．また，短波長領域では DC-9 の方が，

長波長領域では B747 の方が代表鉛直加速度は大きいこ

とから，航空機種により路面の波長に対する航空機の応

答が異なるものと考えられる． 

滑走路走行中に航空機のパイロット位置の（85 パーセ

ンタイル値ではない）鉛直加速度が最大となる時の走行

速度と波長の関係を図-4.8 に示す．短波長の路面では，

低速で走行する場合，すなわち滑走開始直後の比較的早

い段階に鉛直加速度が最大となるが，長波長の路面では，

高速で走行する場合，すなわち航空機の離陸に近い段階

で鉛直加速度が最大となる． 

図-4.8 に示した結果を，（85 パーセンタイル値ではな

い）鉛直加速度が最大となる時の時間振動数と波長によ

り整理したのが図-4.9 である．誘導路走行時には，図

-4.5 に示した時間振動数において，代表鉛直加速度だけ

ではなく，（85 パーセンタイル値ではない）鉛直加速度

も最大となることから，このときの時間振動数を比較の

ために示した．誘導路走行時には，特定の時間振動数の

場合に鉛直加速度が最大となるのに対し，滑走路走行時

では，路面の波長により，鉛直加速度が最大となるとき

の時間振動数は変化しているのがわかる．誘導路走行時

の場合と比較すると，短波長路面を走行する場合は，誘

導路走行時よりも高い時間振動数のときに，また長波長

路面を走行する場合は，誘導路走行時よりも低い時間振

動数のときに，鉛直加速度が最大となる傾向がある．こ

れは，誘導路では航空機は一定速度で走行しているのに

対し，滑走路では航空機は加速して走行していることか

ら，航空機の応答特性が異なるものと推測される． 
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(b) B747 のパイロット位置 
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(c) DC-9 の重心位置 
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(d) DC-9 のパイロット位置 

図-4.7 代表鉛直加速度と波長の関係 
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図-4.8 鉛直加速度最大時の走行速度 
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図-4.9 鉛直加速度最大時の時間振動数 
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(3) 航空機の応答を考慮した平坦性管理基準 

航空機を操縦するパイロットが，計器を正確に視認で

きる鉛直加速度の範囲は±0.4g 以下とされていること 3)

から，航空機の応答を考慮した空港舗装の平坦性管理基

準として，走行中の航空機に生じる代表鉛直加速度を

±0.4g 以下に抑制するために許容される路面の凹凸量を

計算した．航空機の代表鉛直加速度は，パイロット位置

のものが重心位置のものと同等か若干大きくなる傾向が

あることから，ここではパイロット位置の代表鉛直加速

度に着目した． 

図-4.6，図-4.7 に示した代表鉛直加速度と振幅の関係

から計算した，誘導路走行時と滑走路走行時の許容凹凸

量（サイン波振幅の二倍）を図-4.10 に示す． 

 

0 30 60 90 120 150
0

100

200

300

滑走路許容凹凸量
 B747
 DC-9

誘導路許容凹凸量
 B747
 DC-9

Boeing Roughness Criteria

Unacceptable

Excessive

Acceptable

許
容

凹
凸

量
 (
m

m
)

波長 (m)  

図-4.10 許容凹凸量と波長の関係 

 

誘導路走行時では，20m 以下の波長に対して許容凹凸

量を示しているが，滑走路走行時のものと比べると許容

凹凸量は非常に小さく，B747 で 9mm，DC-9 で 8mm で

あり，航空機種による差は小さいことがわかる．一方，

滑走路走行時の場合は，長波長よりも短波長の路面を走

行する方が大きな代表鉛直加速度が生じることから，路

面の波長が短いほど許容凹凸量が小さくなる． 

航空機種の違いをみると，図-4.7 で示したように，短

波長路面と長波長路面に対する航空機の応答は，B747

と DC-9 とで異なることから，短波長領域では DC-9 の方

が，また長波長領域では B747 の方が許容凹凸量は小さ

くなる．このことから，空港舗装の平坦性については，

対象となる空港に乗入れる航空機種を考慮して総合的に

評価する必要があると言えよう． 

ボーイング社が定めた滑走路の平坦性基準 3)を併せて

図-4.10 に示した．この基準では，波長ごとの凹凸量に

対する判定を「Acceptable」，「Excessive」，「Unacceptable」

の三段階で定めている（図中の破線はそれぞれの領域の

境界線を示している）．今回検討した許容凹凸量とボーイ

ング社の基準を比較すると，B747 と DC-9 の応答から求

めた許容凹凸量曲線の包絡線として，「Acceptable」と

「Excessive」の境界を示す曲線が存在することがわかる．

しかしながら，ボーイング社の基準で「Unacceptable」と

判定される凹凸量であっても，今回検討した許容凹凸量

を適用すると，機種と波長の組み合わせによっては許容

される場合もある． 

既往の研究において，航空機走行時の鉛直加速度から

算出された誘導路ならびに滑走路の許容凹凸量と比較し

た．Hachiya ら 2)が算出した許容凹凸量と比較すると，短

波長領域では同程度であるが，長波長領域に関しては，

本研究において算出した許容凹凸量の方が若干大きい．

これは，許容される代表鉛直加速度を 0.35g としている

点で本研究とは異なることが原因と考えられる．また，

後藤ら 4)が算出した許容凹凸量と比較すると，誘導路走

行時の場合は同程度であるが，滑走路走行時の場合は本

研究において算出した許容凹凸量の方が大きい．これは，

航空機のパイロット位置に生じる（85 パーセンタイル値

ではない）鉛直加速度の最大値を用いて許容凹凸量を決

定していることが原因と考えられる．このように，航空

機に生じる鉛直加速度の代表値や，許容される代表鉛直

加速度の設定方法により，許容凹凸量が異なってくると

考えられることから，今後，実際に航空機に生じる鉛直

加速度と APRas を用いた解析による鉛直加速度とを比

較し，基準値の信頼性を高める必要があるといえる． 

 

4.3 許容凹凸量による空港舗装の平坦性評価 

東京国際空港の滑走路において三ヵ年にわたり測定

した縦断プロファイルを用い，前節で示した許容凹凸量

を用いた平坦性評価手法の妥当性について検討した． 

滑走路の縦断プロファイルは，写真-4.1 に示す路面性

状測定車により測定した．この路面性状測定車は，逐次

二点法 4)でプロファイルを測定する．また，この路面性

状測定車は GPS を搭載しており，逐次二点法と組み合わ

せることにより，短波長から長波長まで正確に計測する

ことを可能としている． 

測定位置は，ボーイング 747 型機と 767 型機の主脚中

心位置を参考に，滑走路中心線ならびに滑走路中心線よ

り左右に 1.92m，4.65m，5.50m 離れた位置の合計 7 測線

においてレーザープロフィロメータにより測定された．

測定時期は 2001 年 2 月，2001 年 12 月，2003 年 1 月であ

り，各回の測定位置は同一である． 

7 測線において測定された縦断プロファイルを用い，

APRas により航空機の代表鉛直加速度を計算した結果，

測線による代表鉛直加速度の差は小さいこと，既往の研
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究において同データに対する空間周波数解析を実施した

結果でも測線による差は小さいこと 5)から，以降では，

ボーイング 747 型機の主脚中心位置にあたる，滑走路中

心線から 5.50m 離れた測線において測定された縦断プロ

ファイルについてのみ検討した．滑走路中心線から

5.50m 離れた測線において測定された縦断プロファイル

を図-4.11 に示す．図には滑走路南端と滑走路北端から

測定を開始したプロファイル（それぞれ測定開始点の路

面高さを原点とした）を示しているが，両プロファイル

はほぼ完全に一致することから，滑走路の短波長成分お

よび長波長成分を正確に測定することが出来たといえる． 

測定により得られた縦断プロファイルを，前節で示し

た許容凹凸量を用いて評価するためには，特定の波長ご

との凹凸量を定量化する必要がある．ここでは，図-4.12

に示すような定量化方法を用いた．すなわち，縦断プロ

ファイル上で特定の波長の区間を順次移動させて凹凸量

を算出した．測定した縦断プロファイルを用いて平坦性

を評価する場合，特定の波長成分がどの位置で卓越して

いるのかを検討する方法としては，ウェーブレット理論

を用いた空間周波数分析による方法 6)があるが，ここで

は，実用性を考慮し，このような凹凸量の定量化方法を

採用した． 

滑走路南端からの距離と凹凸量の分布を図-4.13 に示

す．波長は 10m，100m としたが，着目する波長が異な

ると，凹凸量が大きくなる箇所が異なることがわかる．

すなわち，波長が 10m の場合は，滑走路南端から 300m

～600m，2,200m～2,400m付近で，波長が100mの場合は，

滑走路南端付近と 700m～1,200m 付近で凹凸量が大きく

なっている． 

次に，滑走路の短波長成分と長波長成分が航空機の応

答に及ぼす影響を検討するために，図-4.11 に示した縦

断プロファイルを用いて，B747 と DC-9 が滑走路南端か

ら離陸走行を開始する場合の鉛直加速度を計算した． 

パイロット位置における鉛直加速度を図-4.14 に示す．

同一の縦断プロファイルを用いているにもかかわらず，

航空機種の違いにより，鉛直加速度が大きくなる位置が

異なることがわかる．これは，図-4.13 に示したように，

短波長成分と長波長成分の凹凸量の分布が異なることが

原因と考えられる．すなわち，連続サイン波形による解

析結果から，短波長の路面を走行する際はDC-9の方が，

長波長の路面を走行する際は B747 の方が鉛直加速度は

大きくなるため，滑走路の中で短波長成分の凹凸量が大

きな箇所を走行する際には DC-9 の，長波長成分の凹凸

量が大きな箇所を走行する際には B747 の鉛直加速度が

大きくなると考えられる． 

以上の結果から，航空機の応答特性と波長ごとの路面

の凹凸量を考慮することで，航空機の鉛直加速度が大き

くなる箇所を推定することができると考えられる． 

 

 

写真-4.1 路面性状測定車 
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図-4.11 滑走路の縦断プロファイル 
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図-4.12 波長と凹凸量の定義 
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図-4.13 滑走路の凹凸量の分布 
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図-4.14 滑走路走行時の鉛直加速度 
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図-4.15 滑走路の代表凹凸量と波長の関係 

 

 

 

表-4.2 滑走路走行時の代表鉛直加速度 

縦断プロファイル 

測定月 

パイロット位置の 

代表鉛直加速度 (g) 

B747 DC-9 

2001 年 2 月 0.18 0.15 

2001 年 12 月 0.14 0.17 

2003 年 1 月 0.23 0.21 

 

次に，三ヵ年にわたり測定した滑走路の縦断プロファ

イルから，図-4.12 に示す方法により，波長ごとの凹凸

量の 85 パーセンタイル値（以下では代表凹凸量と記す）

を整理した結果を図-4.15 に示す．これによると，100m

以上の波長に対応した代表凹凸量が二年間で増大してい

ることがわかる．この原因は明確ではないが，この滑走

路が埋立地盤上に建設された施設であることから，不同

沈下の影響があるのかもしれない． 

しかしながら，前節で示した許容凹凸量と滑走路の代

表凹凸量を比較すると，この滑走路の代表凹凸量は波長

によらず大きくはないと考えられる．また，表-4.2 に，

この滑走路を離陸走行した場合のパイロット位置におけ

る代表鉛直加速度を示すが，最大でも 0.2g 程度であるこ

とから，今回縦断プロファイルを測定した滑走路は，本

研究で提案した許容凹凸量の基準を当てはめると，現時

点では良好な路面状態を保っているといえる．これは，

この空港を利用するパイロットに対して実施したアンケ

ートにおいて，当該滑走路の舗装状況評価に問題がない

とされる結果 6)からも裏付けられる． 

次に，今回測定した縦断プロファイルを，誘導路のも

のとみなして，誘導路走行時の平坦性について検討した． 

誘導路走行時の航空機の応答に影響を及ぼすと考え

られる 20m 以下の波長について，代表凹凸量と波長の関

係を整理したのが図-4.16 である．代表凹凸量は 5m 以

下の波長では許容量より小さいが，波長が比較的長い場

合には許容量を超過していることがわかる． 

この縦断プロファイル上を，航空機が 45km/h の一定

速度で走行する場合の代表鉛直加速度を表-4.3 に示す．

縦断プロファイルの代表凹凸量は許容量を超過している

にもかかわらず，航空機の代表鉛直加速度は最大でも

0.2g 程度であることがわかる．このことから，連続サイ

ン波形による一連の解析から算出した誘導路の許容凹凸

量は過小である可能性がある．これは，航空機の運動特

性の時間依存性のために，特定の波長の波が連続した場

合について算出した許容凹凸量を様々な波長の波が複合

している実際のプロファイルの評価に使用する場合には， 
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図-4.16 20m 以下の波長に対応する代表凹凸量 

 

表-4.3 一定速度走行時の代表鉛直加速度 

縦断プロファイル 

測定月 

パイロット位置の 

代表鉛直加速度 (g) 

B747 DC-9 

2001 年 2 月 0.17 0.21 

2001 年 12 月 0.20 0.23 

2003 年 1 月 0.21 0.23 

 

当てはまらない可能性がある． 

 

4.4 結論 

航空機走行時の応答を考慮した平坦性評価方法につ

いて，航空機に生じる鉛直加速度に着目して検討した結

果は次のとおりまとめられる． 

(1) 航空機種の違いは滑走路走行時の航空機の応答で顕

著であり，B747 は長波長の路面を，DC-9 では短波

長の路面を走行する際に代表鉛直加速度が大きくな

る傾向にある． 

(2) 誘導路走行時の場合，走行速度によらず，特定の時

間振動数のときに鉛直加速度が最大となる．これに

対して，滑走路走行時の場合，鉛直加速度が最大と

なるときの時間振動数は一定ではなく，波長により

変化する． 

(3) 一連の解析結果をまとめて，誘導路ならびに滑走路

の平坦性管理基準を提案した． 

(4) 滑走路の平坦性管理基準については，縦断プロファ

イルを元にした波長ごとの凹凸量と平坦性管理基準

を比較することで，航空機の応答を考慮した空港舗

装の平坦性評価が可能である． 

(5) 誘導路の平坦性管理基準については，実際の航空機

に生じる鉛直加速度と航空機応答シミュレーション

による結果の検証を行う必要がある． 

 

4.5 おわりに 

以上で示したように，航空機走行時の応答を考慮した

許容凹凸量の基準を提案した．従来の 3m プロフィルメ

ータによる平坦性評価は簡易であるが，路面波長の影響

や航空機の走行速度を考慮できないという問題があった．

最近では，本研究において縦断プロファイル測定に用い

た路面性状測定車や，手押し式の小型プロファイラーに

より，路面の縦断プロファイルを測定できることから，

当該基準を適用することは可能と考えられる． 
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5. 結論 

本研究により，以下の結論が得られたことにより，空

港舗装の設計・維持管理手法の高度化を図ることが可能

となる． 

 

空港コンクリート舗装に発生する温度応力の定量化

に関する検討 

(1) 空港コンクリート舗装のように版厚が厚い場合は，

コンクリート版深さ方向の温度分布が非線形分布と

なり，曲げ拘束応力に対して内部拘束応力が大きく，

それらの和である温度応力は，版厚が厚くなるほど

低減する傾向がある． 

(2) 最大温度応力と最大版上下面温度差の関係から，最

大温度応力は最大版上下面温度差を説明変数とする

一次式により精度良く推定可能である．また，版厚

が厚いほうが温度応力は若干小さい傾向がある． 

(3) 温度応力が最大となるのは，版上下面温度差が最大

となる時刻の 2，3 時間後であり，ある時刻に版に発

生する温度応力を推定するには，提案した温度応力

式に 2，3 時間前の版上下面温度差を入力することで，

精度良く推定できる． 

(4) コンクリート版に生じる温度応力に対して，上層路

盤材料の違いによる影響は小さい．一方，版厚の影

響は大きく，温度応力式における係数は版厚に比例

して小さくなる． 

 

熱赤外線画像による空港アスファルト舗装層間剥離

の検出手法に関する検討 

(1) 赤外線サーモグラフィを用いた深夜の調査により，

熱赤外線画像により層間剥離をある程度検出するこ

とが可能である．また，時速 10km/h 程度の走行速

度であれば，走行しながら撮影した動画像から層間

剥離の検出が可能である． 

(2) 撮影角度や撮影高さを調整することにより，舗装表

面のグルービングの影響を小さくすることが可能で

ある． 

(3) 層間剥離の位置が浅い場合，舗装温度が日中に大き

く上昇し日没後に大きく低下する夏季や晴天時に，

層間剥離に起因する舗装表面温度差が大きくなる． 

(4) 一日の気温差，日中の積算日射量，一日の平均風速

から，層間剥離に起因する舗装表面温度差を推定す

ることが可能である． 

(5) 調査実施可能日を検討した結果，比較的高緯度の空

港においても，春から秋にかけて調査が可能である． 

 

走行時の航空機の挙動を考慮した空港舗装路面管理

基準に関する検討 

(1) 航空機種の違いは滑走路走行時の航空機の応答で顕

著であり，B747 は長波長の路面を，DC-9 では短波

長の路面を走行する際に代表鉛直加速度が大きくな

る傾向にある． 

(2) 誘導路走行時の場合，走行速度によらず，特定の時

間振動数のときに鉛直加速度が最大となる．これに

対して，滑走路走行時の場合，鉛直加速度が最大と

なるときの時間振動数は一定ではなく，波長により

変化する． 

(3) 一連の解析結果をまとめて，誘導路ならびに滑走路

の平坦性管理基準を提案した． 

(4) 滑走路の平坦性管理基準については，縦断プロファ

イルを元にした波長ごとの凹凸量と平坦性管理基準

を比較することで，航空機の応答を考慮した空港舗

装の平坦性評価が可能である． 

(5) 誘導路の平坦性管理基準については，実際の航空機

に生じる鉛直加速度と航空機応答シミュレーション

による結果の検証を行う必要がある． 
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